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要  約 

 

① 国の概要 

ミクロネシア連邦国（以下「ミ」国と称す）は、太平洋の北半球側に位置する、国土面積約 700

㎢、人口 108,000 人（2008 年「ミ」国統計による）、およそ 600 の島々から成る島嶼国であり、ポ

ンペイ・チューク・コスラエ・ヤップの 4 州から構成される。「ミ」国では、1986 年から 2001 年

までの 15 年間、米国との間でコンパクト（自由連合盟約）を締結し、米国より財政支援を受ける

一方で、国防と安全保障の権限を米国に委ねることとなった。更に 2003 年 12 月には改訂自由連

合盟約に署名し、2004 年から 2023 年までの 20 年間、引き続き米国が財政支援を行っている。コ

ンパクトによる経済援助は、2005 年の実績では年間約 5,600 万 US$（GDP の約 15%）に達し、同

国経済を支える重要な資金となっている。 

「ミ」国の主要産業は水産業と観光である。水産業については、2500 万㎢の排他的経済水域を

背景に、冷凍施設や加工工場が建設され、輸出収入の大半は水産物の輸出から生まれており、日

本への輸出は、総輸出額の 15.5％（2005 年）を占めている。観光客数は 2006 年で約 19,136 人、

そのうち日本人は 20％、米国人は 43％であった。農業は、自給用として重要な産業であり、主な

作物はココナッツ、タロイモ、ヤムイモ、バナナ、キャッサバ、パンの実等である。換金作物と

して、柑橘類、バナナ等の果物及びベテルナッツ、コプラ、カヴァ等が輸出されている。 

 

② 要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「ミ」国連邦政府では、資源開発省にエネルギー部を設立し、同部が主体となってエネルギー

関係のプログラムを実施すると共に、現在は連邦レベルのエネルギー政策を策定中である。エネ

ルギー部は、ミクロネシア地域公共公社協会（Association of Micronesian Utilities: AMU）の事務局

であり、国家エネルギー・ワーキンググループの代表となっている。更に、各州レベルでは電力

公社もしくは公共公社が主体となり、エネルギー・電力計画、標準・仕様の策定、運営・維持管

理体制の整備が行われている。島嶼国の「ミ」国では、主要なエネルギー資源である石油は、全

量グアムからの輸入に依存しており、電力供給はほぼ 100%ディーゼル発電により賄っている。こ

のため、昨今の気候変動問題への意識の高まり、原油価格高騰の影響を受け、発電供給力がディ

ーゼル発電設備に偏重した現状を見直し、発電資源の多様化が喫緊の課題となっている。かかる

状況下、「ミ」国政府は太陽光発電（PV）を代表とする、クリーン・エネルギーの開発を重点項

目と位置付け、2008 年 1 月に我が国がダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クー

ルアース・パートナーシップ」への参加を決定している。 

本計画対象地域であるポンペイ州においては、ポンペイ州公共公社（PUC：Pohnpei Utilities 

Corporation）がポンペイ州の電力事業を担っている。PUC は、1991 年に制定された「州法 2L-179-91」

に従い、100%ポンペイ州政府により所有されている。しかしながら、連邦政府もしくは州政府は、

PUC の指導・監督を行う立場にはなく、PUC は準政府機関として政府から独立した経営を行って

いる。PUC はディーゼル発電所（Nanpohmal 発電所）と水力発電所（Nanpil 発電所）を所有して

いるが、現在は同ディーゼル発電所のみが運転可能な状態であり、更に同発電所内の 7 台のディ

ーゼル発電設備のうち 2 台が故障しており、5 台が運転可能な状態となっている。 
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「ミ」国では 1990 年代前半から、離島における村落電化のため家庭用のソーラーホームシステ

ム、病院や学校などの公共施設を対象として PV の導入が進められている。更に、2008 年 9 月に

は、EU の支援による「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific Islands (REP5)」により、コ

スラエ州において本計画対象設備と類似の連系 PV システム 5 セットが導入されている。その他、

アイスランド政府の支援により、連系 PV システムが導入された。EU の支援では、11 の離島にお

いて独立型システムが導入され、同スキームにおいてヤップ島にて 2 セットのミニグリッドシス

テムが設置されている。また、本計画対象地域であるポンペイ州では、中国の支援により連邦政

府複合施設とミクロネシア短期大学に PV による街路灯が設置されている。本計画では、これら

先行案件の実施により得られた知見を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、

気候変動問題の緩和策支援としてふさわしいクリーン・エネルギー活用を具体化するメカニズム

の形成準備を行うことが要請されている。 

 

③ 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

この要請に対し、我が国は協力準備調査の実施を決定し、JICA は概略設計調査団を 2009 年 7

月 11 日から 7 月 25 日まで「ミ」国に派遣し、「ミ」国関係者と要請内容の再確認、実施内容の協

議を行うとともに、プロジェクトサイト調査及び関連資料の収集を実施した。帰国後、調査団は

現地調査資料に基づき、プロジェクトの必要性、社会経済的効果、妥当性について検討し、最適

な計画に係る概略設計及び実施計画を協力準備調査概要書に取りまとめた。これに基づき JICA は

2009 年 12 月 5 日から 12 月 12 日及び 2010 年 2 月 9 日から 2 月 19 日まで協力準備調査概要書の

説明のため、調査団を再度「ミ」国に派遣した。 

調査の結果策定した協力対象事業は、日本側がプロジェクトサイトである連邦政府複合施設並

びにミクロネシア短期大学において、連系 PV システム資機材の調達と据付を行い、「ミ」国にお

けるディーゼル発電電力量の一部を再生可能エネルギーである太陽光発電に代替することにより、

将来の連系 PV システム導入を促進しエネルギーセキュリティを確保するとともに、温室効果ガ

ス排出量の削減に資する緩和策支援を図るものである。更に本計画では、ソフトコンポーネント

により、連系 PV システムの運営維持管理を担当するポンペイ州公共公社（PUC）の維持管理能

力向上を図り、本計画にて導入する連系 PV システムに適した維持管理体制の構築を支援する。 

現地調査及び「ミ」国との協議結果を基に取りまとめた、協力対象事業の計画概要は次表の通

りである。 
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基本計画の概要 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

下記太陽光発電用資機材の調達及び据付 数 量 

計画対象地域 
連邦政府 

複合施設 

ミクロネシア

短期大学 

太陽光発電モジュール 1 式 1 式 

太陽光発電モジュール用設置架台 1 式 1 式 

パワーコンディショナー 1 台 2 台 

連系用変圧器 1 台 1 台 

表示装置 1 式 1 式 

バックアップ用蓄電池 1 式 - 

資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及び

試験器具 
1 式 1 式 

 

④ プロジェクトの工期及び概算事業費 

本計画を我が国の環境プログラム無償資金協力で実施する場合、概算事業費は約 5.21 億円（我

が国側負担経費：約 5.20 億円、「ミ」国側負担経費：約 0.01 億円）と見積もられる。このうち「ミ」

国側が負担する主な事項は、配電ケーブルの既存配電線への最終接続工事等である。本計画の工

期は実施設計を含め 19.0 ヶ月程度である。 

 

⑤ プロジェクトの妥当性の検証 

本計画の実施により、ポンペイ州電力系統により供給される、ポンペイ島の住民合計約 3.5 万

人（2000 年推計）に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能となる。これにより、

気候変動対策の緩和策支援としてクリーン・エネルギーの普及促進を図ることが可能となり、環

境プログラム無償資金協力として本計画実施の妥当性は極めて高いと言える。 

本計画の資機材引渡し後に運営・維持管理を担当するポンペイ州公共公社（PUC）の技術者は、

既存のディーゼル発電・配電設備の基礎的な運営維持管理能力を保有している。更に、本計画に

て調達・据付される連系 PV システムの運営維持管理支援として、ソフトコンポーネントにより

本計画対象設備の適切な運営維持管理技術を移転することから、PUC により将来に亘り適切な要

員・予算が配分されれば、本計画対象設備の運営維持管理能力を確保することができると考えら

れる。 

なお、本計画の効果が発現・持続するために「ミ」国側が実施すべき主な先方負担事項及び課

題は、以下の通りである。 

(1) 「ミ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な現場巡視

点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全を励行する必要
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がある。 

(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJT に参加する技術者の任命を速やかに行い、

同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水平展開を図る必

要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電モジュー

ルとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する投資費用を回収

できる電気料金体系を設定する必要がある。 
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調査対象地域の現況(1/3) 
連邦政府複合施設 

大統領執務室 

大統領執務室の南面屋根スペースを活用して、太陽光

発電モジュールを屋根取り付け方式にて設置する。 

低圧連系点となる既設 Transformer Station No.4 

写真右に設置されている、低圧配電盤へ連系する計画

である。左は 13.8kV-120/208V の変圧器。 

新電気室スペース 

Transformer Station No.4 前に電気室を設置し、パワ

ーコンディショナー、連系用変圧器及びバックアップ用

蓄電池等が設置される。 

大統領執務室既設配電盤 

大統領執務室の一角に既設配電室。商用電源の停電時

には、新電気室内に設置される蓄電池より電源供給さ

れ、執務の継続が可能となる。 

電力量計 

主変圧器は 13.8ｋV 中圧配電線により受電し、3 相 4
線式 208V/120V によって供給されている。写真は、受

電点に設置された電力量計で、柱上の VCT を経由して

接続されている。 

表示装置設置予定地 

連系 PV システムの発電電力量等の表示装置は、大統

領執務室受付正面に設置される予定である。 

 

 

設置計画地 



調査対象地域の現況(2/3) 
ミクロネシア短期大学 

図書館正面駐車場(中二列) 

図書館正面駐車場スペースを活用して、太陽光発電モ

ジュールを片持ち梁ダブル（二列）駐車場屋根方式にて

設置する。 

図書館正面駐車場（奥一列） 

写真右手の駐車場には、片持ち梁シングル（一列）の

駐車場屋根方式にて太陽光発電モジュールを設置する。

  
パットマウント型変圧器及び電力計量箱 

主変圧器は 13.8ｋV 中圧配電線により受電し 3 相 4
線式 208V/120V によって供給されている。写真左側は、

電力計量箱で計量装置 1 式が収納されている。 

既設低圧分電盤内の連系点 

本計画では、変圧器 2 次側ケーブルの立ち上がり接続

箇所から、低圧系統へ連系する計画である。 

  

パワーコンディショナー設置予定スペース 

図書館西側奥物置がパワーコンディショナー設置予

定スペースである。写真正面にパワーコンディショナー

と連系用変圧器 200kVA（Y-△）が設置される。 

表示装置設置予定地 

連系 PV システムの発電電力量等の表示装置は、図書

館中央入り口の左側に設置される。図書館入り口であ

り、かつ空調管理されているため、写真中央部の設置場

所が選定されている。 

設置計画地 



調査対象地域の現況(3/3) 本計画関連施設 

中国や日本企業によって設置された PV 街路灯及び既存ディーゼル発電所 

中国の支援によって設置された PV 街路灯 

中国の支援により設置された PV 街路灯が、連邦政府

複合施設に複数設置されている。 

日本の団体（NGO）によって設置された PV 街路灯 

日本の団体（NGO）によって寄贈された PV 街路灯が、

大統領官邸に設置されている。 

ナンポウマル（NANPOHNMAL）発電所 

ナンポウマル発電所には現在７台のディーゼル発電設備が存在し、日本の無償資金協力によって 1994 年にダイ

ハツ製ディーゼル発電設備（単機容量 2.5MW）が 4 台設置されており、現在は 4 台中 3 台が運転中である。合計

発電設備容量は 13.4MW であるが、発電可能容量は約 6.8 MW まで低下している。 

ナンポウマル発電所構内昇圧変電所 

4.16kV から 13.8ｋV へ昇圧し、4 フィーダーが引き出

され、1 系統は予備回路で、島内へは 3 フィーダーによ

りループ系統を構成している。写真の変圧器（日本の愛

知電機製）は、発電所構内に設置されている。 

遠隔監視システム専用サーバー設置予定地 

本計画で設置される太陽光発電設備を遠隔監視する

システム専用サーバーは、ポンペイ州公共公社（PUC）

のコンピュータールームに設置される予定である。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

ミクロネシア連邦国（以下「ミ」国と称す）では、1981 年から約 10 年間、米国エネルギー

省からの支援により、連邦政府としてのエネルギー開発計画を策定する部署が存在していたが、

現在では、連邦政府によるエネルギー政策は存在せず、各州レベルで電力公社もしくは公共公

社が主体となり、エネルギー・電力計画、標準・仕様の策定、運営・維持管理体制の整備が行

われている。島嶼国の「ミ」国では、主要なエネルギー資源である石油は、全量シンガポール

からの輸入に依存しており、電力供給はほぼ 100%ディーゼル発電により賄っている。このため、

昨今の気候変動問題への意識の高まり、原油価格高騰の影響を受け、発電供給力がディーゼル

発電設備に偏重した現状を見直し、発電資源の多様化が喫緊の課題となっている。かかる状況

下、「ミ」国政府は太陽光発電（PV）を代表とする、クリーン・エネルギーの開発を重点項目

と位置付け、2008 年 1 月に我が国がダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クー

ルアース・パートナーシップ」への参加を決定している。 

本計画対象地域であるポンペイ州においては、ポンペイ州公共公社（PUC：Pohnpei Utilities 

Corporation）がポンペイ州の電力事業を担っている。PUC は、民営化、株式会社化されておら

ず、1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従い、100%ポンペイ州政府により所有されてい

る。しかしながら、連邦政府もしくは州政府は、PUC の指導・監督を行う立場にはなく、PUC

は準政府機関として政府から独立した経営を行っている。PUC はディーゼル発電所（Nanpohmal

発電所）と、水力発電所（Nanpil 発電所）、更にはバージ発電所を所有しているが、現在は同デ

ィーゼル発電所のみが運転可能な状態であり、更に同発電所内の 7 台のディーゼル発電設備の

うち 2 台が故障しており、停電が頻発する不安定な電力供給を余儀なくされている。 

「ミ」国では、ポンペイ州、チューク州を中心として、1990 年代後半から、離島における村

落電化のため家庭用のソーラーホームシステム、病院や学校などの公共施設を対象として PV

の導入が進められている。更に、2008 年 10 月には、EU の支援による「Support to the Energy Sector 

in Five ACP Pacific Islands (REP5)」により、コスラエ州において本計画対象設備と類似の連系 PV

システムが導入されている。また、本計画対象地域であるポンペイ州では、中国の支援により

連邦政府複合施設とミクロネシア短期大学に PV による街路灯が設置されている。本計画では、

これら先行案件の実施により得られた知見を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進

を図り、気候変動問題の緩和策支援としてふさわしいクリーン・エネルギー活用を具体化する

メカニズムの形成準備を行うことが要請されている。 

 

1-1-2 開発計画 

「ミ」国では、連邦政府による「インフラストラクチャー開発計画（IDP：Infrastructure 

Development Plan 2004-2023）」が 2004 年に作成され、電力、上下水、廃棄物、道路、運輸（海

上、航空）、教育、保健衛生、等に関するインフラ整備の最新状況、並びに今後の開発計画が取

りまとめられている。同計画によると、計画期間の 20 年間に約 748 百万 US$の資金が必要とさ

れ、電力セクターについては全体の約 11%に相当する約 81 百万 US$が計上されている。本計画

対象地域であるポンペイ州については、今後の産業振興、経済発展に伴い、中長期的には既存
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のディーゼル発電設備（Nanpohmal 発電所）を修復しつつ、新発電所（Dekehtik 発電所）を運

転開始することも計画されている。 

141.9

135.4

120.988.5

81.1

68.4

40.8
32.5 27.3 10.7

上下水（Water Supply/Wastewater）

教育（Education）

道路（Roads/Pedestrian Facilities)

海上交通（Maritime Transportation)

電力（Electric Power）

航空輸送（Air Transportation）

廃棄物管理（Solid Waste Management)

保健衛生（Health)

政府庁舎（Government Buildings)

プログラム管理（Program Management)
 

図 1.1.2-1 「インフラストラクチャー開発計画 2004-2023」によるセクター別投資計画 

その他、連邦政府としての公式のエネルギー政策としては、「国家気候行動計画（1997 年）」

にて再生可能エネルギーを積極的に導入する方針が明確に示されている。また、再生可能エネ

ルギー政策としては、2005 年に策定された「戦略開発計画（SDP：Strategic Development Plan）」

にて、2020 年を目標年度として、都市部の電力供給の 10%、地方部の電力供給の 50%を再生可

能エネルギーにより供給する計画を示している。 

 

1-1-3 社会経済状況 

「ミ」国は、太平洋の北半球側に位置する、国土面積約 700 ㎢、人口 108,000 人（2008 年「ミ」

国統計による）、およそ 600 の島々から成る島嶼国であり、ポンペイ・チューク・コスラエ・ヤ

ップの 4 州に大別される。言語・習慣・文和等が異なる 4 州が連邦を構成していることもあり、

同国の首都はポンペイ州のパリキールに位置しているものの、政治は州レベルでの統治が主体

となっている。経済活動については、ポンペイ州に集中している。 

「ミ」国では、1986 年から 2001 年までの 15 年間、米国との間でコンパクト（自由連合盟約）

を締結し、米国より財政支援を受ける一方で、国防と安全保障の権限を米国に委ねることとな

った。更に 2003 年 12 月には改訂自由連合盟約に署名し、2004 年から 2023 年までの 20 年間、

引き続き米国が財政支援を行っている。コンパクトによる経済援助は、2005 年の実績では年間

約 5,600 万 US$（GDP の約 15%）に達し、同国経済を支える重要な資金となっている。 

「ミ」国では、1996 年からはアジア開発銀行（ADB）など国際機関の協力を得て経済改革を

開始し、国家財政の安定化、国営企業の民営化、投資環境の改善、民間セクターの開発に努め

ている。しかしながら、今後は米国からの経済援助が削減される方向にあり、また公共セクタ

ーの改革が遅れ、同時に民間セクターの成長率が低いこともあり、中長期的には経済開発も容

易ではない。現在、貨幣経済と伝統的自給自足経済が混在している同国では、生活必需品の多

くを輸入に依存しており、貿易収支は恒常的に赤字である。 

（単位：百万 US$）
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表 1.1.3-1 「ミ」国政府の財務状況 

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006（想定）
1. 歳入・贈与合計 170.3 162.9 138.7 151.6 149.4 148.8 141.1 160.3 170.4 133.6 135.9 140
(1)歳入合計 58.7 54.2 48.7 56 53.4 52.6 45.4 47 48.4 59.8 52.1 54.7
　　1) 税収 21.1 21.1 20.6 26.5 25.3 27.7 26.5 26.3 24.1 27.3 29.2 29.7
　　2) 税収以外 37.6 33.1 28.1 29.5 28.2 24.9 19 20.7 24.3 32.5 22.9 25
(2)海外からの贈与 111.6 108.7 90 95.6 96 96.2 95.6 113.3 122.1 73.9 83.9 85.3
    1) 流動性贈与 77.2 77.2 66 71 70.9 70.4 70.5 81.5 90.2 73.9 83.9 82.3
     i) コンパクト（一般） 44.7 45.3 38 37.9 37.5 36.9 37.4 47.7 47.7 0 0 0
　　 ii) コンパクト（特別） 18.3 18 18 18.2 18.2 17.7 17.8 18.2 18.7 52.1 56 60.1
     iii) その他 14.3 13.9 9.9 14.9 15.2 15.8 15.2 15.5 23.8 21.8 27.9 22.2
    2) 資本性贈与 34.3 31.6 24 24.6 25.1 25.8 25.1 31.8 31.8 0 0 3
     i) コンパクト（CIP） 29.8 30.2 22 23.3 23.7 24.6 25 31.8 31.8 0 0 3
　　 ii) その他 4.6 1.4 2 1.3 1.4 1.1 0.2 0 0 0 0 0

2. 支出合計 171.3 157.7 133.2 158.8 160.8 156.9 154.2 143 164.1 169.5 148.2 153
(1)経常支出 140.2 128.1 119.7 118.4 122.1 125.6 123.3 119.7 138.3 126.8 136.8 146.4
　　1) 物品・サービス（給与、出張費等） 130 119.7 113.6 109.1 114.3 119.7 122.1 113.1 131.3 120.5 131.4 141.1
　　2) 金利支払い 6.8 5.7 4.8 3.6 2.9 1.9 0.6 0 0 0 0 0
　　3) 補助金 4.9 6.3 3.9 3.4 4.3 5.9 3.6 4.4 3.5 2.4 1.3 0.9
    4) 送金 0.6 1.1 1.9 8.8 5.2 4.5 3.4 4.4 4.4 4.4 4.8 4.8
    5) 州政府への送金 -2.1 -4.7 -4.7 -6.5 -4.5 -6.2 -6.4 -2.3 -0.9 -0.4 -0.7 -0.4
(2)資本支出 31.1 29.6 13.5 40.4 38.8 31.3 30.9 23.3 25.7 42.7 11.4 6.5
　　1) 固定資産取得 8.2 4.4 3.3 21.3 14.8 9.4 12.1 4.6 11.6 2.8 5.9 2.7
　　2) 多目的開発計画 18.9 22.2 10.2 16.9 23 21.5 18.5 17.7 14.1 11.6 5.6 3.8
    3) 資本移動 4.1 3 0 2.2 1 0.5 0.3 1 0 28.3 0 0

3. 財政収支（1. 歳入 - 2. 支出) -1 5.2 5.4 -7.2 -11.4 -8.1 -13.1 17.3 6.4 -35.9 -12.3 -13  
出所：FSM Single Audits and Statistical Estimates 
 

「ミ」国の主要産業は水産業と観光である。水産業については、2500 万㎢の排他的経済水域

を背景に、冷凍施設や加工工場が建設され、輸出収入の大半は水産物の輸出から生まれており、

日本への輸出は、総輸出額の 15.5％（2005 年）を占めている。また、赤道直下の水域は、マグ

ロの回遊路となっており、主に近海漁業を行う日本、韓国、台湾、中国等外国の漁業会社から

支払われる年間入漁料は約 1300 万 US$にのぼり、国家歳入の約 10％を占めている。ダイビン

グやエコー・ツーリズムに代表される観光については、外貨獲得のための有望な民間産業であ

る。観光客数は 2006 年で約 19,136 人、そのうち日本人は 20％、米国人は 43％であった。道路、

電力、水などのインフラの未整備もあり、開発には制約がある。農業は、自給用として重要な

産業であり、主な作物はココナッツ、タロイモ、ヤムイモ、バナナ、キャッサバ、パンの実等

である。換金作物として、柑橘類、バナナ等の果物及びベテルナッツ、コプラ、カヴァ等が輸

出されている。 

2000 年の国勢調査結果による、「ミ」国の社会経済指標を表 1.1.3-2 に示す。 

表 1.1.3-2 「ミ」国の社会経済指標 

指 標 全国 ポンペイ州 チューク州 コスラエ州 ヤップ州 
人口 107,008 34,486 53,595 7,686 11,241
地方部人口 83,437 28,805 37,793 5,095 11,744
人口密度（人/平方マイル） 395 261 1,094 179 244
世帯平均人口 6.7 6.0 7.6 7.0 5.3
平均寿命 67 67 66 66 70
乳幼児死亡率 
（1000 人中） 

40 39 43 44 29

失業率（%） 22.0 12.3 34.2 16.5 4.1
総就学率（%） 55.1 50.1 56.4 63.2 59.0
識字率（15-24 歳） 95.1 97.7 92.3 99.7 98.0
出所：2000 FSM Census 
 

2007 年 5 月に選出されたエマニュエル・マニー・モリ大統領は、2008 年 5 月に開催された第
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15 連邦議会において、「ミ」国が直面する諸課題として、①機構改革、②インフラ整備、③州

政府改革、④地域、国際フォーラム（特に環境及び接続可能な開発分野）への参加、⑤人的資

源開発、⑥エネルギー政策（クリーン・エネルギー）、⑦国内食糧政策（食料自給）、⑧税制改

革の 8 項目を挙げている。 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

大洋州島嶼国は、国土が狭小で低標高であるため気候変動の影響に対し非常に脆弱であり、

戦略的な対策の展開が喫急の課題となっている。太平洋の小島嶼国等における気候変動に対す

る適応策の支援として、2008 年 1 月にスイスにて開催されたダボス会議において、福田元総理

が気候変動のための新たな資金メカニズムとして、総額 100 億ドル（1 兆 2,500 億円）の「クー

ルアース・パートナーシップ」を発表した。本メカニズムの運用においては、政策協議を経た

途上国を対象として、適応策及びクリーン・エネルギーへのアクセス等の支援を中心とした 5

年間で約 2,500 億円の無償資金協力、技術協力等による支援、また、緩和策を中心とした 5 年

間で 5,000 億円の「気候変動対策円借款」の供与を行うこととしている。大洋州地域において

は、パラオ、ミクロネシア、マーシャル、ナウル、キリバス、パプアニューギニア、バヌアツ、

ツバル、サモア、トンガ、ニウエ、クック諸島が既に「クールアース・パートナーシップ諸国」

となっている。 

右日本政府の政策を受け、貴機構では 2008 年 4 月 1 日付「気候変動に係る取り組みの方向性」

において、途上国に対する気候変動対策支援における基本的方針を定め、大洋州の小島嶼国等

における気候変動に対する適応力を高める協力への取組み強化が強調されている。これを受け、

大洋州地域における我が国の気候変動対策支援強化のための支援ニーズを調査したところ、ミ

クロネシア連邦国、パラオ共和国、マーシャル諸島共和国、トンガ王国からは、緊急ニーズと

して太陽光発電（PV）に関する案件の情報が提出された。同情報に基づき、2009 年 2 月から 3

月にかけて、PV を活用した環境プログラム無償資金協力事業を想定して、「大洋州地域環境プ

ログラム無償資金協力事業（太陽光発電）促進のためのプロジェクト形成調査」を実施した。

右調査の結果、それぞれの国におけるニーズと事業実施可能性が確認され、各国政府より環境

プログラム無償資金協力にかかる正式な要請書が発出された。 

本調査では、PV 導入に関連した情報収集を行い、当該協力の必要性及び妥当性の詳細を再確

認するとともに、環境プログラム無償資金協力としての各国での具体的な協力計画の策定及び

同無償の供与額に見合った概略設計を行い、概算事業費を積算し、入札図書参考資料を作成す

ることを目的とする。 

 

1-3 我が国の援助動向 

「ミ」国は、歴史的に我が国と深いつながりがあり、「ミ」国の経済的自立の達成に向けた我

が国による援助への期待は高い。2009 年 5 月 22 日と 23 日、北海道トマムにおいて開催された

第 5 回太平洋・島サミットでは、我が国は今後 3 年間で 500 億円規模の支援を行うことを表明

し、1）環境・気候変動問題、2）人間の安全保障の視点を踏まえた脆弱性の克服、3）人的交流

の強化について、積極的な協力を行っていく方針を打ち出している。 
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1-3-1 無償資金協力 

2003 年から 2007 年までの近年においては、道路・港湾・空港の整備計画を実施し、「ミ」国

のインフラ整備への支援を継続的に行っている。そのほか、教育・環境等の分野において草の

根・人間の安全保障無償資金協力を実施している。近年の無償資金協力の年度別実績は以下の

通りである。 

2003年 ポンペイ州周回道整備計画（1/2）、草の根・人間の安全保障無償（3 件） 

2004年 ポンペイ州周回道整備計画（2/2（国債 1/2））、草の根・人間の安全保障無償（2 件） 

2005年 ポンペイ州周回道整備計画（2/2（国債 2/2））、草の根・人間の安全保障無償（5 件） 

2006年 ウエノ港整備計画、草の根・人間の安全保障無償（1 件） 

2007年 ポンペイ国際空港改善計画、草の根・人間の安全保障無償（3 件） 

 

「ミ」国電力セクターに対する我が国無償資金協力による過去の支援実績は以下のとおりで

ある。 

表 1.3.1-1 我が国の無償資金協力実績（電力分野） 

実施年度 案 件 名 供与限度額 概 要 

1992 年度 電力供給改善計画 10.3 億円

ディーゼル発電所（Nanpohmal 発電

所）の増設と 13.8kV 配電線の建設。

柱上開閉器並びに運営維持管理用車

輌の調達。 
 

1-3-2 技術協力 

「ミ」国に対する技術協力分野においては、下記の二国間条約・取極のもと、研修員の受入・

専門家派遣・機材供与・協力隊派遣・留学生受入などの協力を主に実施している。 

1988 年 8 月 青年海外協力隊派遣取極 

1989 年 9 月 青年海外協力隊員（JOCV）の派遣開始 

1999 年 6 月 JICA 現地駐在員事務所開設 

2001 年 4 月 シニアボランティア派遣開始 

2005 年 8 月 技術協力協定締結 
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1-4 他ドナーの援助動向 

1-4-1 EU 

EU は、ポンペイ・チューク・コスラエ・ヤップの各州の離島の小学校・病院において、SHS(ソ

ーラーホームシステム)の設置を行っており、各州の電力公社もしくは公共公社の技術者への技

術移転を実施している。 

また、太陽光発電による連系 PV システムについても、チューク州の 4 サイト（本島 1 箇所、

離島 3 箇所）の病院・小学校で導入している。保守・操作は、チューク州電力公社（CPUC）が

担当しており、2 名の技術者に加えて、トラブル発生時には更に 5 名の技術者が対応すること

になっている。 

 

1-4-2 中国 

近年では、中国の支援動向が活発化し、米国に続く援助国となっている。また、「ミ」国の首

都がパリキールに移転されたあとは、それに伴い中国大使館を移転するなど、影響力を強めて

いる。昨今の支援では、「ミ」国連邦政府複合施設（大統領官邸を含む）とミクロネシア短期大

学に太陽光発電システムを組み込んだ街路灯を設置しているが、ほとんどの街路灯が機器故障

により、使用不可能となっている。 

 

出所：調査団   

図 1.4.2-1 中国の支援により連邦政府複合施設に導入された太陽光発電による街路灯 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

(1) 主管官庁 

「ミ」国では、ドナー国からのエネルギー政策に係る支援は、外務省（Department of Foreign 

Affairs）が窓口となるところ、本計画は、資源・開発省（R&D: Department of Resources and 

Development）が主管官庁となり、昨今の組織改変により発足されたエネルギー局（Energy 

Office）が担当となる。エネルギー局は 2008 年に発足したばかりの組織であり、2009 年 7 月

時点では、1名の次官補が他局の担当者、EUコンサルタントらと協力し職務にあたっている。

同局の予算は現在計画中であり、具体的な数値は示されていない。「ミ」国の電力事業は、各

州の電力公社もしくは公共公社が実施しているが、これら公社は連邦政府から独立した組織

であり、資源・開発省の指導・監督下にはない。 

図 2.1.1-1 に資源・開発省（Department of Resources and Development）の組織を示す。 

 

出所： 資源・開発省 

図 2.1.1-1 資源・開発省の組織図 

 

(2) 実施機関 

上記 2-2-3 (1)で述べたとおり、「ミ」国では電力公社が州毎に独立し、本計画対象地域にお
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いては、ポンペイ州公共公社（PUC：Pohnpei Utilities Corporation）がポンペイ州の電力事業

を担っている。PUC は、ポンペイ州政府より選出された役員 5 名の下、管理部・経理部・上

下水道部・送配電部・発電部の 5 部署から成る。2009 年 7 月現在、136 名の従業員を有し、

本計画の実施と完了後の太陽光発電設備の保守・操作は、発電部が担当する予定である。な

お、PUC は民営化、株式会社化されておらず、1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従

い、100%ポンペイ州政府により所有されている。しかしながら、連邦政府もしくは州政府は、

PUC の指導・監督を行う立場にはなく、PUC は準政府機関として政府から独立した経営を行

っている。 

再生可能エネルギー分野では、PUC は EU の支援による SHS（Solar Home System）の導入

計画に携わった経験はあるものの、同計画による連系 PV システム導入のための技術移転は

不十分であり、また、ポンペイ州では過去に連系 PV システムの導入事例はないことから、

本計画の実施においては、中長期的な太陽光発電設備の普及を見据えた、ソフトコンポーネ

ントによる技術移転が必要である。 

図 2.1.1-2 に PUC の組織を示す。 

Total 136 staff as of July, 2009

Pohnpei Utilities Corporation
Functional Organization Chart

General Manager
Feliciano M. Perman

Legal Councel
Joseph Phillip

Assistant General Manager
Daisy Cantero

Master of Business Administration

Dep.of Administrative Services

Manager
Eliory Alexander

Divison of Human Resources

Board of Directors

Special Assistants
Esmondo Moses, Strategic Planning

Nixon Anson, Projects
Fransisco P. Rosario, safety & Security

Assistant General Manager
[Comptroller]

Kelly Keller, C.P.A.

Dep.of Budget & Finance

Assistant General Manager
Robert Hadley
Civil Engineer

Dep.of Water & Sewer

Assistant General Manager
John Martin

Dep.of Power Transmission &
Distribution

Assistant General Manager
Dackson Solomon

(35 Staff)

Dep.of Power Generation

Manager
Sinter Linter

Division of Customer Services

Manager
Barney Daniel

Devision of Supply &
P

Manager

Information Management System

Manager
Mainer Pelep

Divison of Revenue

Manager
Jonny Adolph

Divison of Accounting

Manager
Freley Doses

Divison of Budget &
Management

Information System

Manager
Bensis Henry

Divison of Water

Manager
Bradley Henry (Acting)

Divison of Sewer

Manager
Leerenson Airens

Divison of C.I.P. Projects

Manager

Rural Water System

Manager
Bilibus Oliver

Divison of Transmission

Manager
Linus Actouka

Divison of Distribution

Manager
Ioanis Henry

Divison of Electrical
M i

Manager
Alex Nanpei

Divison of Engineering Services

Manager
Winfred Yamada

Divison of Diesel Plant

Manager
Carleen Solomon

Divison of Alternate Energy
Pl

Manager
Winfred Yamada

Divison of Equipment & Vehicle
Maintenance

Motor Pool

Manager

Fuel FarmManager

Bottling Plan  
図 2.1.1-2 PUC の組織 

 

2-1-2 財政・予算 

表 2.1.2-1 は、監査済み財務諸表から、2003～2008 年の PUC の収支状況の推移を表したもの

である。PUC はポンペイ州の電気事業のみならず水道事業も担当しているが、近年は営業収益

に占める電気事業の割合が拡大する傾向にあり、2008 年には約 93%（2003 年では約 85%）とな

っている。同表に示すとおり、2003 年から一貫して営業収支は赤字となっており、その原因は

高騰する発電用ディーゼル燃料費による営業支出の増大である。2003 年と 2008 年の実績を比

較すると、営業収益は約 1.7 倍に増加しているにも関わらず、発電用燃料費が約 3 倍に膨らみ、

出所：PUC 
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これにより営業支出が約 1.7 倍にまで増加し、営業損失が増加する主要因となっている。更に、

全需要家の約 97%が Cash Power と呼ばれるプリペイド方式に移行しているにも関わらず、2008

年で約 20 万 US$に上る未収電気料金が計上されていることから、今後は政府庁舎を含む大口需

要家へのプリペイド方式拡大が望まれる。 

表 2.1.2-1 PUC の財務状況の推移（2003～2008 年）  

（単位：US$） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： PUC 
 

PUC の電気料金は、毎月定額の基本料金と、消費電力量に応じて課金される従量料金により

構成され、従量料金はディーゼル燃料価格の変動により毎月自動調整される制度を導入してい

る。同制度の導入により、高額な電気料金を需要家から回収することが困難となったことから、

PUC では 1998 年から Cash Power と呼ばれるプリペイド方式を順次採用している。2008 年の記

録によると、既に全需要家の 97%がプリペイド方式に変更されている。需要家層別の電気料金

は表 2.1.2-2 に示す通りであり、プリペイド方式に切り替え済みの需要家については従量料金の

み徴収される。 

表 2.1.2-2 ポンペイ州公共公社（PUC）の電気料金構成 

需要家 料金種別 料金単価 

住宅用、小口商業用 
基本料金 US$ 4.00 / 需要家 
従量料金 （US$ 0.10＋燃料費）/kWh 

大口商業用 
基本料金 US$ 10.00 / 需要家 
従量料金 （US$ 0.10＋燃料費）/kWh 
デマンド料金 US$ 9.00 / kW 

産業用 

基本料金 US$ 25.00 / 需要家 
従量料金（0～100,000 kWh） （US$ 0.08＋燃料費）/kWh 
従量料金（100,000 kWh 超過

分） 
（US$ 0.06＋燃料費）/kWh 

デマンド料金 US$ 8.10 / kVA 
出所：PUC 
 

発電用燃料をほぼ 100%ディーゼル燃料に依存している PUC の電気料金は、原油価格の上昇・

下降に伴い大きく変動している。近年の電気料金の推移の中で、料金水準が最高となった 2008

年 8 月 3 日に改訂された料金を例に取ると、以下の通り計算される。 

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
1. 営業収益 8,087,222 8,232,181 7,080,436 9,990,600 11,369,043 13,597,235
　(1)電気事業 6,841,665 6,949,909 7,723,369 8,657,285 10,104,388 12,638,444
　(2)水道事業 1,073,760 1,135,767 1,177,684 1,091,223 1,180,236 1,089,691
　(3)その他 171,797 146,505 141,394 323,092 84,419 71,700
　(4)未収電気料金 -1,962,011 -81,000 -202,600 
2. 営業支出 9,378,216 9,591,939 10,637,095 11,920,059 14,585,306 16,238,431
　(1)発電用燃料費 3,678,145 4,130,792 5,355,411 6,694,457 8,965,458 11,515,015
　(2)発電用その他費用 862,886 929,689 733,713 553,686 835,126 450,447
　(3)送配電費用 443,360 532,002 506,966 553,431 432,927 355,082
　(4)一般管理費 1,666,977 1,459,474 1,462,987 1,514,636 1,356,059 1,089,952
　(5)上下水費用 621,243 563,384 669,478 594,515 911,388 723,005
　(6)減価償却費 2,105,605 1,976,598 1,908,540 2,009,334 2,084,348 2,104,930
3. 営業損失（1.-2.) -1,290,994 -1,359,758 -3,556,659 -1,929,459 -3,216,263 -2,641,196 
4. 営業外収益 351,906 187,486 271,426 226,087 57,672 -128,931 
5. 純利益（4.-3.） -939,088 -1,172,272 -3,285,233 -1,703,372 -3,158,591 -2,770,127 
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月の平均燃料費（per Gallon）:  US$ 5.0069 
  

Fuel Cost（per 1kWh）:  US$ 0.4106   
     
Operation’s Cost(Fixed) + Fuel Cost(Variable) = PUC Tariff 
US$ 0.10 + US$ 0.4106 = US$ 0.5106 

図 2.1.2-1 に昨今の燃料費と PUC の電気料金の推移を示す。2008 年は世界的な原油高にも見

舞われ、PUC の電気料金（US$/kWh）は 0.40～0.50US$と驚異的な数値となっているのが判る。 
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出所：PUC 

図 2.1.2-1 ポンペイ州公共公社の燃料費と電気料金の推移 

 

2-1-3 技術水準 

本計画により導入する連系 PV システムの実施体制は、両サイト（「連邦政府複合施設」と「ミ

クロネシア短期大学」）ともポンペイ州公共公社（PUC）が設備所有者となり、サイトと PUC

間にて覚書（MOU）を締結し、PUC に運営維持管理を一任する体制が望ましいとの判断に至っ

ている。したがって、ここでの技術水準評価の対象は、運営維持管理を一任される PUC につい

て行う。 

前述したとおり、PUC の技術者は総勢 38 名体制（送配電 23 人、発電 12 名、電気 3 名）と

なっており比較的小さな組織であり、所有する設備（発電設備や送配電設備等）に至っては老

朽化が進んでおり管理状況も芳しくないのが現状である。また、発電機の運用に至っては、

ON-OFF 切替も、負荷変動への応答もオペレータが経験則や計器の指示値を監視しながら、そ

のほとんどが手動にて実施している状況であった。これらは一重に PUC の資金繰りが苦しいこ

とに起因すると考えられる。この苦しい資金繰りのために、トレーニングに関しても満足に実

施できておらず、技術者は OJT のみで技術習得をしている様子である。また、新技術に至って

は、国際機関や他国の支援で導入されない限り、積極的に取り入れることはできない状況にあ

る。反面、電力技術面から判断すれば、手動による運用をしている恩恵もあり、経験的に電気

に関する基礎知識が身についているという利点もあり、PV システムに関する技術を身につける

ための素地は整っていると判断できる。また、PV システムの中でも本計画対象となる連系 PV

システムは既存の電力系統に連系するため、現地の電力公社の協力なくしては事業の持続可能
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性を確保することが難しい。更に、将来的な普及可能性を考慮した場合にも、現地の電力公社

へ技術移転することが望ましいと判断できることから、連系 PV システムの技術習得には比較

的時間がかかると思われるが、PUC に技術移転をすることが本計画においては最適と判断する。

したがって、ソフトコンポーネントにて適切に技術移転を行う体制を確保できれば、特段問題

はないと判断できる。 

加えて、「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific Islands (REP5)」にて EU がトレーニン

グしたポンペイ州政府の技術者や民間企業の技術者の技術レベルが高いことから、大きな事故

等が発生した場合には、バックアップ体制として、それらの技術者の支援を仰ぐ体制にしてお

くことも運営維持管理体制を強固にする一つの手段である。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

本計画の対象地域であるポンペイ州を対象として、既存施設・機材の運用状況を以下のとお

り取り纏めた。 

 

(1) 発電設備の運用状況 

ポンペイ州では、PUC が運営するディーゼル発電所 1 箇所により、24 時間連続した電力供

給を行っている。同発電所では、発電設備の老朽化が進んでおり、1 号機～10 号機のディー

ゼル発電設備のうち、1 号機～3 号機までの 3 セットは売却され、現在はキャタピラ製の 4 号

機～6 号機（単機容量 1,135kW）、ダイハツ製の 7 号機～10 号機（単機容量 2,500kW）までの

合計 7 セットの発電設備が存在する。しかしながら、5 号機と 8 号機は現在オーバーホール

中で、残り 5 台が運転可能であるため、合計発電設備容量は 13.4 MW であるが、発電可能容

量は 6.8MW となっている。その他、PUC は水力発電設備 2 基(合計約 1.8MW)を所有するが、

洪水被害で既に使用不能となっている。 

最大電力は午前 9 時頃から 16 時頃までの昼間時間帯であり、発電機は 4 台又は 5 台運転に

なる。最大電力が現在 6.25MW であるから、供給余力は約 8%程度しかなく、更に 1 台でも発

電機の故障があれば、一気に供給不安に追い込まれる状況にある。夜間の軽負荷時は 3 台運

転（実質 4.4MW）を行う。オペレータが電力計を見ながら、手動で発電機の起動停止を行う。 
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表 2.1.4-1 ポンペイ発電所の発電設備概要 

 
出所：PUC 

 

(2) 配電設備の状況 

「ミ」国の配電設備は、米国標準により設計されている。発電所では、発電機（3 相 4160V、

60Hz）から昇圧変圧器により 13.8kV に昇圧し、3 相 4 線式 13.8kV 配電線により配電し、柱

上変圧器で 208V（単相 120V）に降圧している。需要家側の保護装置として、柱上変圧器の

保護を目的に一次側にヒューズが設置される。 

また、配電系統は４つの系統から成り、３つの系統は負荷に電力供給するため、ポンペイ

島を周回するように配備されており、全てループ構成されている。残りの１つの系統は、事

故対応用である。 

INSTALLED AVAILABLE OVERDUE HOURS
UNIT STATUS CAPACITY CAPACITY SERVICES OVERDUE REMARKS

kW kW

CAT #4 OPERATIONAL 1135 800 LEVEL 'F' 9859
12000 HRS

CAT #5 NONOPERATIONAL 1135 0 LEVEL 'G' ONGOING OVERHAUL, AWAITING PARTS
24000 HRS

CAT #6 OPERATIONAL 1135 800 LEVEL 'E' 5383
6000 HRS

DAI #7 OPERATIONAL 2500 1900 LEVEL 'F' 24037 High Jacket Water Temperature alarm
24000 HRS

DAI #8 NONOPERATIONAL 2500 0 LEVEL 'F' ONGOING OVERHAUL, AWAITING PARTS
24000 HRS

DAI #9 OPERATIONAL 2500 1600 LEVEL 'F' 9964 High Jacket Water Temperature alarm
24000 HRS

DAI #10 OPERATIONAL 2500 1700 LEVEL 'F' 25487 High Jacket Water Temperature alarm
24000 HRS

HYDRO #1 NONOPERATIONAL 650 0 Need to replace mounting bolts.

HYDRO #2 NONOPERATIONAL 1152 0

INSTALLED CAPACITY 15207 6800 AVAILABLE CAPACITY

WITHOUT HYDRO 13405 51 AVAILABLE CAPACITY IN PERCENTAGE

MAXIMUM DEMAND 6250

MINIMUM DEMAND 3200
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(3) 太陽光発電設備の普及・運用状況 

ポンペイ州、チューク州を中心として、1990 年代後半から、離島における村落電化のため

家庭用のソーラーホームシステム、病院や学校などの公共施設を対象として PV の導入が進

められている。現在は、EU の支援による「Support to the Energy Sector in Five ACP Pacific Islands 

(REP5)」により、以下の通り PV の導入が進められており、１年間の実証試験後プロジェク

ト完了が予定されている。またコスラエ州においては、系統連系 PV システムが導入されて

おり、本調査では、これら設備の運営維持管理状況を確認し、本計画対象設備の運営・維持

管理計画の策定に資する。 

1) ポンペイ州 

離島（Mwoakilloa、Pingelap、Kapingamarangi、Sapwuafik、Nukuro）の各島において、学校、

病院を対象として独立型 PV システムを設置した。 

2) チューク州 

離島の学校に 6kW、病院に 10kWの独立型 PVシステムを設置した。また、Onoun島に 11.5kW、

Moch 島に 6.5kW、Satawan 島に 6.5kW、Udot 島に 3.5kW の太陽光設備の設置が進められてい

る。 

3) ヤップ州 

離島（2 箇所）に 20kW と 16kW の集中型 PV ミニグリッドシステムを設置し、学校、病院、

一般家庭に電力を供給している。 

4) コスラエ州 

コスラエ州には、以下に示すとおり本計画対象設備と類似の連系 PV システムが導入され

ている。 

・運転開始時期 

2008 年 10 月頃に運転開始となっており、現在は１年間の実証試験中である。運転開始

より調査時期まで約 9 ヶ月間において、運転に支障をきたすような大きなトラブルは発生

していない。しかし、高温多湿への対策が不十分であり、インバータ取付個所等にて軽微

な改善点が発見されているとのことであった。本計画に当たってもサイト気象条件につい

ては、十分に配慮する必要がある。 

・仕様 

事業費は約 4.5 百万 US$であり、トレーニング費用も含まれる。連系 PV システムは以下

の 5 個所に設置され、2008 年 10 月頃から運用が開始されている。 

(a) 空港： 6.4kWp 

(b) 政府庁舎： 9.35kWp 

(c) 病院： 15.7kWp 

(d) 図書館： 9.0kWp 

(e) コスラエ電力公社（KUA）本社：4.8kWp 

また、導入されている PV システムの概略仕様は表 2.1.4-2 に示すとおりである。 
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表 2.1.4-2 EU の支援によりコスラエ州に導入された連系 PV システム 

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 35

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 15

3 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

4 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

5 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

6 ソーラーセンサー センサーボックス 1

7 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 3

機材

空港(発電容量6.4kW±5%)

 

 
出所：Support to the Energy Sector in five ACP Pacific Islands (Rep-5) - supply, Installation and Commissioning of Graid Connected Solar 

PV Systems in Kosrae State, Federated States of Micronesia and Koror, Palau 

 

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 51

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 15

3 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

4 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

5 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

6 ソーラーセンサー センサーボックス 1

7 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 3

機材

政府庁舎(発電容量9.35kW)

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 35

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 15

8 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

14 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

15 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

17 ソーラーセンサー センサーボックス 1

21 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 3

機材

病院(発電容量15.7kW)

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 49

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 25

8 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

14 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

15 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

17 ソーラーセンサー センサーボックス 1

21 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 3

機材

図書館(発電容量9kW)

概略仕様 数量

1 太陽光発電モジュール 出力：185Wp±5%、最大出力動作電圧：25.5V、最大出力動作電流：7.25A 26

2 モジュール設置用架台 亜鉛メッキ鋼鉄フレーム、耐風速：50m 11

8 ケーブル 2×4㎟ UV, 100m, 4×16㎟, 100m 1

14 ディスプレイ ワイヤレス(電波到達：屋内30m、屋外100m), PC communication USB1.1, 1

15 データ管理システム 供給電圧：24V、入力電圧110-240V　50/60Hz 1

17 ソーラーセンサー センサーボックス 1

21 パワーコンディショナー 定格出力：2,100W～6,000W、定格入力電圧：250－600V DC、周波数：60Hz 2

KUA(Kosrae Utility Authority) Building(発電容量4.8kW)

機材
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 社会インフラ整備 

2004 年 3 月に開催された第 3 回ミクロネシア経済サミットにおいて提案され、2005 年に策

定された「戦略開発計画（SDP: Strategic Development Plan）」では、①民間育成、②公共セク

ター改善、③教育、④医療、⑤農業、⑥漁業、⑦観光、⑧環境、⑨ジェンダー、⑩社会イン

フラ整備、を「ミ」国の 10 項目の重点開発分野としている。 

その後、我が国は 2006 年 2 月に実施した日・ミクロネシア政策協議において、道路・漁港

整備を重視したインフラ整備を重点分野とし、支援を続けている。近年では、2002 年の台風

により被害を受けた、チューク州のウエノ港の整備計画（平成 18 年無償資金協力）、首都に

位置するポンペイ国際空港改善計画（平成 20 年無償資金協力）等を実施している。 

 

(2) 通 信 

「ミ」国の通信は、FSM テレコム(FSM Telecommunication Corporation)が担っており、電話

網は整備され、ほとんどの家庭で電話の利用が可能であり、また、携帯電話も普及している。

インターネットも、FSM テレコムがサービスプロバイダ業務を行っており、プリペイドカー

ドを使用してのインターネット接続が一般的となっている。 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 気象圏 

「ミ」国は、全域に渡り高温多湿の海洋熱帯気候である。「ミ」国ポンペイ州の気象条件を

以下に示す。 

 

(2) 温 度 

年間を通して 26℃前後のほぼ一定であり、「ミ」国の気象データによると、2008 年の平均

気温は 26.9℃であり、最高気温は 27.6℃、最低気温は 26.4℃である。 

 

(3) 湿 度 

大洋に囲まれている「ミ」国では、2000 年に最高湿度は 87％が記録されている。（2008 FSM 

Statistical Yearbook） 

 

(4) 雨 量 

年間を通し雨の降りやすい「ミ」国では、2008 年のポンペイ気象観測所（WSO Pohnpei）

の記録では、年間降水量が 4,789mm に達している。月別のデータでは、平均 399mm、最大

744mm（4 月）、最小 166mm（8 月）となり、特に 4 月と 10 月の降雨量は多いことが判る。 

 

(5) 地 理 

約 700 ㎢の総国土面積を有する「ミ」国は、首都のあるポンペイ州（約 345 ㎢）、コスラエ

州（約 110 ㎢）、チューク州（約 127 ㎢）、そしてヤップ州（約 118 ㎢）の 4 州に大別される。

ミクロネシア連邦の島々は、火山活動により作られ、その高低によって大きく区分され、海
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抜の高い島は火山の頂が海の上に出ている火山島で、コスラエ島やポンペイ島が該当する。

一方、ポンペイ州、チューク州、ヤップ州は低い環礁から形成されている。左記のいずれに

も属さないのがヤップ島で、これはアジア大陸の大変動によって形成されたものとされてい

る。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

(1) 環境社会配慮に関する法制度 

「ミ」国では、環境関連の主要な法律・規則として以下のものがある。 

① Environmental Impact Assessment Regulations 

② Pohnpei Environmental Protection Act (1992) 

③ Historic and Cultural Preservation Act (2002) 

④ Earthmoving Regulations 

環境影響評価については、上記①Environmental Impact Assessment Regulations（環境影響評

価規制）に必要な手続きが記載されており、その概要は以下の通りである。 

① プロジェクト実施主体は規定の申請書式に従い初期評価（Initial Assessment: IA）を実施

する。 

② ポンペイ州環境保護局（Pohnpei Environmental Protection Agency: EPA）にて上記 IA を

審査し、プロジェクトが環境に重大な影響を与える可能性があるか否かについて決定

する。重大な環境影響を引き起こす可能性があると判断された場合には、プロジェク

ト実施主体に環境影響評価書（EIS）の提出が要求される。 

③ プロジェクト実施主体は、規定の項目を含むドラフト EIS を作成し、EPA へ提出する。 

④ EPA はドラフト EIS の審査が行われる予定であること、並びに 60 日以内にこのドラフ

ト EIS へのコメントを書面にて受け付けることを公示する。また、当該プロジェクト

により影響を受ける可能性のある人々、関心を有すると想定される人々には、そのコ

ピーを提出しコメントを求める。 

⑤ EPA が必要性を認めた場合には、公聴会を開催する。 

⑥ プロジェクト実施主体は、コメントに対応した上で最終版 EIS を作成する。 

⑦ EPA は最終版 EIS が適切であると判断した場合には、これを承認する。 

 

(2) 環境影響評価に関連した組織 

1) ポンペイ州環境保護局（Pohnpei Environmental Protection Agency: EPA） 

環境影響評価の実務手続きを担当しており、新規案件については初期評価（IA）並びに環

境影響評価書（EIS）作成の必要性を判断し、プロジェクト実施主体により提出された IA も

しくは EIS に関する審査業務を行う。また、EIS が必要と判断された場合には、情報公開と

必要に応じて公聴会を開催することもその業務である。その他、EPA では廃棄物処理、安全

な水供給、教育、サンゴ礁保全、消費者保護、気候変動問題等を担当している。 

2) 土地自然資源省（Department of Land and Natural Resources） 

環境に関する現況把握、将来の計画作成、公有地利用許可の発行等を担当しており、調査・

地形図課、公有地課、歴史保存・文化保護課、森林・海洋保全課の 4 部署により構成されて
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いる。 

(3) 本計画実施のための環境社会配慮手続き 

本計画にて調達・据付される機材は、既存の公共建築物の屋根もしくは駐車場に設置され

るものであり、新規開発プロジェクトではないことから、環境上の影響は殆ど発生しないと

考えられる。調査団は本計画概要を EPA に説明し、本計画の「ミ」国側主管官庁である R&D

もしくは実施機関となる PUC が、以下の申請書類を EPA に提出する必要があることが確認

された。EPA では、これら書類をもとに当該事業について初期評価（IA）の実施要否につい

て審査する。 

・EPA Earthmoving Permit Applications Form 

・Copy of land ownership document or supporting document to use property 

・Sketch, with dimensions 

・Municipal Government Clearance 

・Historic Preservation 
 

なお、連邦政府複合施設には、大統領事務所内電気負荷設備を対象としたバッテリーバッ

クアップシステムを導入するが、現在「ミ」国では使用済バッテリーを処理できるリサイク

ル施設が存在しない為、「ミ」国側より、バッテリーの保管を行っている民間企業の Pohnpei 

Waste Management Company（以下 PWMC と称す）を紹介された。PWMC は、ポンペイ島内

に保管施設を有し、一時保管されたバッテリーがある程度のボリュームとなった後、別の民

間企業により、適切な処理施設を有する国に輸出される手順をとることを確認した。 

PWMC の説明には、EPA 担当者も同席し、今日までの PWMC の保管方法、事業内容も理

解しており本計画でバッテリーを導入することに問題ないとの見解を示している。 

また、EPA 担当者によると、これら環境許可の申請手続きには上記申請書類の受領から約

3 週間を要するとのことであるが、本計画については環境社会配慮上の問題が想定されない

ことから、環境影響評価書（EIS）の提出は不要となる可能性が高いとのことであった。調査

団では、「ミ」国側関係者とフィールドレポートにて上記手続きを再確認し、「ミ」国側にて

2009 年 10 月までに、環境保護局から必要な承認を取得することを確認した。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 
「ミ」国はこれまで、米国政府の支援によるエネルギー開発計画を策定する部署が存在して

いたが、現在では、連邦政府によるエネルギー政策は存在せず、各州レベルで電力公社もしく

は公共公社が主体となり、エネルギー・電力計画、標準・仕様の策定、運営・維持管理体制の

整備が行われている。連邦政府としての公式のエネルギー政策としては、「国家気候行動計画

（1997 年）」にて再生可能エネルギー（太陽光発電）を積極的に導入する方針が明確に示され

ている。また、再生可能エネルギー政策としては、2005年に策定された「戦略開発計画（SDP：

Strategic Development Plan）」にて、2020年を目標年度として、都市部の電力供給の 10%、地方

部の電力供給の 50%を再生可能エネルギーにより供給する計画を示している。 

「ミ」国政府は、エネルギー・電力セクターにおいてディーゼル燃料に依存した供給体制か

らの脱却を緊急の課題としており、気候変動問題、不安定な原油価格や輸送費への懸念もあり、

太陽光発電をはじめとする、再生可能クリーンエネルギーの開発を重点項目と位置付けている。

このため、2008年 1月に我が国がダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クール

アース・パートナーシップ」への参加を決定している。しかしながら、「ミ」国の連邦政府によ

るエネルギー政策を担う資源・開発省（R&D：Department of Resources and Development）及び電

力事業を担うポンペイ州公共公社（PUC:Pohnpei Utilities Corporation）の再生可能エネルギー等

に関する計画策定能力、運転維持管理能力は十分ではない。本計画の対象には、機材の適切な

運営維持管理を支援し、協力効果の発現に不可欠なソフトコンポーネントの実施も要請されて

いる。 

本計画では、大洋州地域における気候変動対策の一環として、太陽光発電関連機材（ソーラ

ーシステム：PV）の調達・据付を行い、「ミ」国におけるディーゼル発電電力量の一部を再生

可能エネルギーである太陽光発電に代替することにより、輸入燃料への依存度を軽減しエネル

ギーセキュリティを確保するとともに、温室効果ガス排出量の削減に資する緩和策支援のため

の計画を策定する。 

 

3-1-2 プロジェクトの概要 
本計画は、上記目標を達成するために必要となる、太陽光発電設備の機材調達と据付け、安

定した電力供給を目的とした既設配電線路への接続により系統連系運転を行うことで、「ミ」国

のエネルギーセクターにおける再生可能エネルギーの導入促進を図るものである。 

協力対象事業の概要は、本計画対象太陽光発電設備施設に必要な下記の資機材の調達・据付

である。 
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連邦政府複合施設（Capital） ミクロネシア短期大学（COM-FSM） 

 PVモジュール  PVモジュール 

 大統領事務所屋根型モジュール架台  駐車場屋根型モジュール架台 

 接続箱  接続箱 

 集電箱  集電箱 

 パワーコンディショナー  パワーコンディショナー 

 変圧器  変圧器 

 表示装置  表示装置 

 ケーブル  ケーブル 

 太陽光発電設備用予備品及び保守道工具  太陽光発電設備用予備品及び保守道工具 

 バックアップ用蓄電池 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 
3-2-1-1 基本方針 

「ミ」国からの要請をもとに、サイトの詳細調査を行ったところ、連邦政府複合施設は政府

要人に対する高いデモンストレーション効果が期待できること、ミクロネシア短期大学は、設

備を利用する生徒や訪問者に対し環境問題への取り組みの姿勢をアピールできる事等が想定さ

れる。また 2サイトともに日射障害となる障害物なども無く、太陽光発電設備容量を検討した

結果、連邦政府複合施設及びミクロネシア短期大学を本計画対象サイトとして、連系 PV シス

テムの調達・据付を行うものとする。なお、機材の選定については、他国で既に導入されてい

る連系 PVシステムを模範として、「ミ」国内での連系 PVシステムの普及促進に繋がる機材選
定、且つ、我が国の環境プログラム無償による援助に相応しいシステム構成とすることを基準

とする。 

また、連邦政府複合施設については、商用電源の停電時や災害等の緊急時にも大統領事務所

が機能し対応できるよう、バッテリーバックアップ付の連系 PV システムを構築することとす

る。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

(1) 温度・湿度条件に対して 
「ミ」国の年平均気温は約 26℃、湿度は非常に高く、80％を超える湿度を記録するこ
ともあり、1年を通じ高温多湿の海洋熱帯気候であるため、本計画で調達され屋外で使用
される機材は、降雨による機材腐食に配慮する必要がある。 

 
(2) 塩害に対して 

本計画の太陽光発電設備の施設予定地は、比較的海岸に近いため、塩害保護を考慮し、

屋外に設置する太陽光モジュールの架台や電気的な接続に用いる接続箱等には、耐塩害

塗装を施すこととする。 
 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

「ミ」国の人口の殆どはキリスト教であるため、イスラム教のラマダンのような建設工期等

に大きな影響を与える習慣はない。しかしながら、本計画対象地である連邦政府複合施設
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（Capital）は連邦政府関係者のほか、他国からの要人やビジネス関係者の往来があり、また、

ミクロネシア最大の短期大学（COM-FSM）では、学校関係者や生徒らの活動の場でもあること

から、これらに配慮した施工を行うよう留意する必要がある。 

 

3-2-1-4 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

「ミ」国では、農業と漁業を除き目立った産業は無く、生活必需品の他、建設資材や

建材・機材などのほとんどを輸入に頼っている。インフラ整備は、我が国の援助による

国際空港の拡張など、他ドナーからの支援もあり比較的良好で、道路状況も良く、本計

画における工事機材の輸送、施工事情等は良いと判断できる。 
 

3-2-1-5 現地業者(建設会社、コンサルタント)の活用に係る方針 

(1) 現地業者の活用について 
本計画の対象となるポンペイ州では、いくつかの建設会社が存在するものの、限られ

た土地のなか建設業界の競争が激しく、また、安定した受注を確立するには厳しい状況

である。しかしながら、「ミ」国内での労働者、運搬用車両、建設工事機材等の現地調達

は比較的容易であり、本計画で施設する駐車場の架台や土木工事を行うための現地労働

者の確保も比較的容易であると考えられる。 
一方、本計画の太陽光発電設備の設置には、技術レベルの高い技術者を必要とするこ

とから、労務者以外の現地業者の活用は困難であり、日本又は海外から技術者を派遣し、

品質管理、技術指導及び工程管理を行う必要がある。 
 

(2) 現地資機材の活用について 
「ミ」国では基礎工事に使用する骨材、セメント、鉄筋等は調達が可能である。この

ため、施工計画の策定に当たっては、可能な限り現地で調達可能な資機材を採用するこ

ととする。なお、太陽光発電設備に係る主要機材のうち、PVモジュール、パワーコンデ
ィショナー、及び変圧器に関しては、右設備の効果を長期的に最大限に発現できる可能

性が高い日本製を調達することを想定している。 
 

3-2-1-6 運営・維持管理に対する方針 

「ミ」国では、これまで EUの支援により、コスラエ州の公共施設に連系 PVシステムを導入

している。しかしながら、連系 PV システムの運営維持管理に関する技術移転は必ずしも十分

な水準とは言えず、本計画実施後に太陽光発電設備の運営維持管理を担うポンペイ州公共公社

（PUC）への適切な運営・維持管理の技術移転を行う必要がある。 

本計画は、既設配電線路と連系しての運転となるため、ソフトコンポーネントにて適切な運

営・維持管理マニュアルを供与し、供用開始後の運営・維持管理体制についても提案し、建設

された設備のより効果的・効率的な運転が行えるように配慮する。 

 

3-2-1-7 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

上述の諸条件を考慮し、本計画の資機材調達及び据付範囲、規模並びに技術レベルに対して、

以下を基本方針として策定する。 
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(1) 施設、機材等の範囲に対する方針 
技術的及び経済的に適切な設計とするために、資機材の仕様は可能な限り IECなどの
国際規格に準拠した標準品を採用し、少品種化とし資機材の互換性を図り、必要最小限

の設備構成、仕様、数量を選定する。 
また、導入する連系 PV システムの連系点は、本計画の主管官庁である資源・開発省
（R&D:Department of Resources and Development）及びポンペイ州公共公社（PUC）と協
議を重ねた結果、連邦政府複合施設及びミクロネシア短期大学両サイトともに既設低圧

配電設備の配電盤となった。同配電盤内連系点最終接続には停電作業が伴う為、他の既

設負荷設備を熟知している PUCが行い、日本側の工事区分と責任分界点は、同配電盤入
口までの配線材料の据付及び最終接続する為の材料の調達とすることで「ミ」国側の同

意を得ている。なお、連邦政府複合施設の連系 PVシステムは、停電などの緊急時にバッ
テリーから供給される電源を大統領事務所の特定（使用優先度の高い）負荷に接続する

必要があり、日本側にて特定負荷用の遮断器の調達・据付を行い、「ミ」国側にて特定負

荷の選定と接続を行うこととする。 
 

(2) 技術レベルに対する方針 
本計画で調達する太陽光発電システムを構成する各機器の仕様は、本計画完了後の運

転・維持管理を実施する PUCの技術レベルを逸脱しないように留意する。 
 

3-2-1-8 工法／調達方法、工期に係る方針 

日本または第三国から「ミ」国までの調達機材の輸送は、海上輸送が主となる。ポンペイ州

の港から本計画対象地であるパリキールの大統領府、ミクロネシア短期大学までは市中心部を

通過して車で 40分程度であり、内陸輸送上の特段の問題はないが、交通量は比較的多く朝、昼、

夕のピーク時には渋滞も見られるので大型貨物の輸送は時間帯を考慮して交通混雑を助長しな

いように留意する必要がある。 

大統領府、短期大学ともに限られた関係者の利用施設であり、不特定多数の一般人が出入り

することはないものの、工事現場を完全に立ち入り禁止にすることは難しく、仮設計画、施工

計画には十分な配慮が必要である。また、大統領府については、政府機関の施設ということで

緊急的な工事停止の要望が入るなど工程管理については常に柔軟な対応が必要となり、かつ太

陽光発電システムの取り扱い、調整を含めた据付工事においても熟練した技術が要求されるた

め、品質管理及び工程を守るうえから、日本又は海外からの技術者を派遣し、技術指導および

工程管理を行わせる必要がある。 
 

3-2-2 基本計画（機材計画） 
3-2-2-1 計画の前提条件 

(1) 想定される日射量 
「ミ」国の気象台（State Weather Services）では、気温、雨量、晴雨など一般的な情報
しか収集しておらず、日射データは観測されていなかった。このため、NASA の
Atmospheric Science Data Centerによる衛星観測を利用して設計用パラメータを決定する
こととした。 
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表3.2.2-1 「ミ」国ポンペイ州における全天日射量 

Month Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Average 

Average(kWh/m2/d) 4.97 5.57 5.91 5.79 5.44 5.33 5.51 5.54 5.66 5.29 5.03 4.83 5.40 

Minimum (kWh/m2/d) 4.03 4.68 4.55 5.10 4.30 4.69 4.90 4.54 4.64 4.39 4.28 4.01 4.51 

出所：NASAの Atmospheric Science Dataから抜粋 
 

NASA の観測データは衛星から観測された雲の光学的厚さや雲頂高度、雲量に加えて
水蒸気量、気温等の気象要素を考慮して太陽光の地表面到達量を推定したものであり、

地表面の地形や地理的条件を考慮していないため、一般的に地表面で直接観測された日

射量より大きい値を示す。PVシステム設計に適用するためには、より保守的な数値を算
出する必要がある。このため、 JAMSTEC (Japan Agency for Marin-Earth Science and 
Technology)がパラオで観測した地表面全天日射量観測データと NASAの同地点データの
比較により「ミ」国における地表面日射量を推定することとした。表 3.2.2-2に示すよう
に、パラオの JAMSTECの月別観測データの最低値は NASA月別平均日射量の最低値よ
り 17%少ない値を示している。この傾向をポンペイに当てはめて NASAの月別平均日射
量の 83%の値を PVシステム発電電力量推定のベースとして使用することとした。 

表3.2.2-2 ポンペイ州におけるNASA全天日射量データとパラオにおけるJAMSTEC全天日射量の比較 

 

 

 

 

 
出所：NASAの Atmospheric Science Dataおよびパラオにおける JAMSTEC Dataより調査団にて作成 
 

今回の PVパネル設置場所は、既設建物や駐車場などであり、設置角度や方位が場所に
より異なるため、NEDO 成果報告書「太陽光発電利用システムの研究開発利用システム
に関する調査研究(平成４年６月 財団法人日本気象協会)」に記載の斜面日射量の推定法
を適用し、図 3.2.2-1、図 3.2.2-2、表 3.2.2-3に示すように各サイト PVパネルの設置条件
に合わせて傾斜面日射量を算出し、今回導入する系統連系型 PVシステムによる想定発電
電力量の計算を行うこととした。 

 

[Unit:kWh/m2/day]

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Min.

NASA Average 4.60 4.98 5.70 5.90 5.40 4.60 4.75 5.03 4.92 4.81 4.59 5.00 4.59

JAMSTEC 4.07 5.13 5.13 5.35 4.40 4.31 3.79 4.56 4.32 4.81 4.32 3.97 3.79

NASA Average 4.97 5.57 5.91 5.79 5.44 5.33 5.51 5.54 5.66 5.29 5.03 4.83 4.83

Coverted data 4.13 4.62 4.91 4.81 4.52 4.42 4.57 4.60 4.70 4.39 4.17 4.01 4.01F
S
M

Month

P
al
au Coefficient = 3.79 / 4.59

               = 0.83



 

 

 

 

図3.2.2-1 「連邦政府複合施設」PVシステムレイアウト 

 20kW 
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図3.2.2-2 ミクロネシア短期大学PVシステムレイアウト

80kW 

60kW 
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表3.2.2-3 パネル設置場所毎の傾斜面日射量 

 

 

 

 

 

出所：調査団にて作成 

 

(2) 周辺障害物からの日陰の影響について 
太陽光発電設備の PVパネルを設置するに当り、最大限の発電電力量を得るためには、
季節、時間帯による日射方位、角度の変動を踏まえ、周辺建物等による日射障害を受け

にくい場所を選定することが望まれる。通常、障害物により直射日光が遮られ、PVアレ
イ表面に陰が落ちた場合、遮るものが無い場合に比べて発電電力量が 10～20％以上低下
する可能性がある。 
日射障害の検討をするにあたって、障害物の陰が最も長くなる冬至の AM9:00～PM3:00
の日陰検討を行うのが理想的であるが、本計画の対象となる連邦政府複合施設（Capital）
及びミクロネシア短期大学（COM-FSM）において日陰検討した結果、ミクロネシア短期
大学では、計画されている PVパネルの設置場所における、発電電力量に影響を及ぼす日
陰の影響はないことが確認された。 

Capitalでは、PVパネル設置予定場所の周辺に林立する樹木が落とす影を検討した結果、
若干の影響が確認されたものの、季節により樹木の葉が落ちたり、定期的な剪定を行う

ことにより、日陰が解消されることが十分予測でき、かつ、影を落とす時間が長くない

ことなどから、日陰が起因となる発電容量の低下は無視できると判断される。 
 

(3) 想定される発電電力量 
「(3)周辺障害物からの日陰の影響について」に記載のとおり、「連邦政府複合施設」お
よび「ミクロネシア短期大学」における日陰の影響は無いと判断できることから、日陰

による発電量の減少は考慮せず検討を行った。 
また、想定発電電力量の算出に当たっては次式を用いて算出した。月平均日射量につ

いては、表 3.2.2-3にて記載した傾斜面日射量を用い、「連邦政府複合施設」に 20kW、「ミ
クロネシア短期大学」に 140kWの連系 PVシステムを導入することとした。 

Ep = Σ HA / Gs * K * P 

（Σは月別に算出した推定発電量の積算値を示す） 
 

ここで ・Ep = 推定年間発電量 (kWh/年) 

・HA = 設置面の月平均日射量 (kWh/m2/日) 

・Gs = 標準状態における日射強度 (kW/m2) = 1 (kW/m2) 

・K = 損失係数 = Kd * Kt * ηINV 

単位[kWh/m
2
/day]

Location
設置角
[°]

方位 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

4.13 4.62 4.91 4.81 4.52 4.42 4.57 4.6 4.7 4.39 4.17 4.01
Capital 34 S 4.50 4.71 4.54 3.99 3.46 3.23 3.38 3.67 4.14 4.28 4.43 4.44
COM　 ① 5 NNW 3.94 4.45 4.78 4.76 4.53 4.46 4.60 4.58 4.61 4.25 3.99 3.81
COM　 ② 5 SSE 4.20 4.65 4.87 4.71 4.39 4.27 4.42 4.48 4.63 4.39 4.22 4.09

水平面全天日射量

月
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* 直流補正係数 Kd : 太陽電池の表面の汚れ、太陽の日射強度が変化すること

による損失の補正、太陽電池の特性差による補正を含み 

今回 0.8とした。 

* 温度補正係数 Kt : 太陽電池が日射により温度が上がり、変換効率が変化す

るための補正係数。 

Kt = 1 + α (Tm - 25) / 100 

ここに、α: 最大出力温度係数 

(%・℃-1) = - 0.5 (%・℃-1) [結晶系] 

Tm: モジュール温度 (℃) = Tav + ΔT 

Tav: 月平均気温 (℃) 

ΔT: モジュール温度上昇 (℃) 
裏面開放形 18.4 
屋根置き形 21.5 

* インバータ効率 ηINV: インバータの交直変換効率。今回は 0.95とした。 

 

表3.2.2-4 「連邦政府複合施設」における年間想定発電電力量 

合計（20kW） 
 

 

 

 

 

出所：調査団にて作成 
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図3.2.2-3 「連邦政府複合施設」における月別想定発電電力量 

 

 

 

 

 

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Total

Ha：Monthly average insolation
[kWh/㎡/day]

4.50 4.71 4.54 3.99 3.46 3.23 3.38 3.67 4.14 4.28 4.43 4.44
-

Monthly days 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 365
Hm：Monthly integrating insolation

[kWh/㎡] 139.6 131.9 140.8 119.8 107.1 97.0 104.6 113.8 124.1 132.7 132.9 137.7 1482.1
Average of daily maximum temperature

[℃] 30.8 30.8 30.7 30.6 30.3 30.7 31 31.7 30.9 31.4 30.8 31.1 -
Kt: temperature correction coeficient 0.8635 0.8635 0.864 0.865 0.866 0.864 0.8625 0.859 0.863 0.861 0.864 0.862 -
Ep: Estimated PV power generation

(kWh) 1,833 1,731 1,849 1,575 1,410 1,274 1,372 1,486 1,628 1,735 1,744 1,804 19,441
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表3.2.2-5 「ミクロネシア短期大学」における年間想定発電電力量 

配列①（70kW） 

 

 

 

 

 

 

配列②（70kW） 

 

 

 

 

 

 

合計（140kW） 
 

出所：調査団にて作成 
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図3.2.2-4 「ミクロネシア短期大学」における月別想定発電電力量 

 

(4) 系統連系太陽光発電の導入形態について 
本計画が実施された際、想定される系統連系 PVシステムの導入形態は表 3.2.2-6のと
おりである。①および②が PUCの設備として導入するもので、③・④は PUC以外の民間
企業および住民が自らの設備として導入するものである。「ミ」国側との協議の結果、

「連邦政府複合施設」および「ミクロネシア短期大学」を本計画のサイトとし、PUC が
設備所有者となり、PUCが通常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を担当する。また、
両サイトの土地所有者はミクロネシア連邦政府であることから、ミクロネシア連邦政府

と PUCとの間で MOUを締結し、O&M体制や電気料金等について取り決めを行う。その

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Total

Ha：Monthly average insolation
[kWh/㎡/day]

3.94 4.45 4.78 4.76 4.53 4.46 4.60 4.58 4.61 4.25 3.99 3.81
-

Monthly days 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 365
Hm：Monthly integrating insolation

[kWh/㎡] 122.1 124.5 148.2 142.9 140.5 133.7 142.6 142.1 138.4 131.8 119.7 118.2 1604.7
Average of daily maximum temperature

[℃] 30.8 30.8 30.7 30.6 30.3 30.7 31 31.7 30.9 31.4 30.8 31.1 -
Kt: temperature correction coeficient 0.8635 0.8635 0.864 0.865 0.866 0.864 0.8625 0.859 0.863 0.861 0.864 0.862 -
Ep: Estimated PV power generation

(kWh) 5,607 5,717 6,814 6,572 6,471 6,145 6,543 6,492 6,356 6,033 5,501 5,423 73,674

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Total

Ha：Monthly average insolation
[kWh/㎡/day]

4.20 4.65 4.87 4.71 4.39 4.27 4.42 4.48 4.63 4.39 4.22 4.09
-

Monthly days 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 365
Hm：Monthly integrating insolation

[kWh/㎡] 130.2 130.2 150.9 141.3 136.0 128.1 137.0 139.0 139.0 135.9 126.7 126.8 1620.9
Average of daily maximum temperature

[℃] 30.8 30.8 30.7 30.6 30.3 30.7 31 31.7 30.9 31.4 30.8 31.1 -
Kt: temperature correction coeficient 0.8635 0.8635 0.864 0.865 0.866 0.864 0.8625 0.859 0.863 0.861 0.864 0.862 -
Ep: Estimated PV power generation

(kWh) 5,982 5,979 6,936 6,498 6,264 5,887 6,285 6,352 6,381 6,223 5,819 5,813 74,420

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Total

Ep: Estimated PV power generation
(kWh) 11,589 11,697 13,750 13,070 12,734 12,032 12,829 12,845 12,736 12,256 11,320 11,235 148,094
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ため、本計画では②の形態にて実施することとなる。この導入形態は、PUC が無償資金
協力にて導入する系統連系型 PVシステムを運用管理することで、PUCに系統連系型 PV
システムの設計運用ノウハウと経済性検討、評価のための十分な経験が得られることか

ら、無償資金協力以後の系統連系型 PVシステムの導入普及を考慮した場合でも、非常に
理想的な形態になったと言える。 

表3.2.2-6 「ミ」国に想定される系統連系PVシステムの導入形態 

No. 
導入形態 設置場所 

PV設備

所有者 
特徴、課題、要件等 

① 

PUCが自社設備として自社の

建物にPV設備を設置 
自社建物

等 
PUC 

・PV設備、周辺設備共自社設備であるため、PV設

置に係る設計が容易である。 

・PV設置場所に自由度がある。 

② 

PUCが他者の所有する建物の

屋根等を借りて自社の PV設

備を設置 

他者建物

等 
PUC 

・PV設置場所の制約、賃借料等が予想される。 

・設備運用管理、保安面に係る協議が必要。 

・賃借料等を勘案した電気料金の検討が必要。 

③ 

建物の所有者が自己の電源

としてPV設備を設置し､余剰

電力をPUCに売電 他者建物

等 

建物所

有者等 

・常時は自家用として利用するため、余剰電力の逆

潮流は少なく、配電線への影響も少ない。 

・系統連系にあたって保護装置等付備すべき装置に

関する技術的要件をガイドライン等の公平な規

格で定める必要あり。 

・余剰電力買取制度の準備が必要。 

④ 

建物の所有者等PUC以外の者

がPUCに対する卸電力供給を

目的としてPV設備を設置 

他者建物

等 

建物所

有者等 

・大規模な PV設備を既存配電線へ連系する場合、

電圧過昇防止設備等を事前に検討する必要があ

る。 

・卸電力取引に関する制度の準備が必要。 

出所：調査団にて作成 

 

(5) 系統連系太陽光発電の導入に必要な法規制について 
本計画対象設備の連系 PV システムを導入するために必要となる法規制について確認
した。その結果、表 3.2.2-7に示すとおり、「技術面」においては、既存の系統電力品質の
確保および公衆保安の確保等が検討項目として抽出でき、「制度面」においては、導入し

た PV システムの発電電力量の取り扱いやシステムの維持管理体制に係る取り決め等が
検討項目として抽出される。 

表3.2.2-7 本計画の連系PVシステム導入時の法制度における検討項目 

検 討 要 件 

電力品質：導入 PVシステムによる既存系統電力への影響（電圧、周波数、フリッカ、高調

波）に関する規制の有無 

安全保護：連系のために具備すべき保護継電器等、保安確保のため特別に考慮すべき要件 

技

術

面 
連 系 点：連系電圧階級（高圧連系or低圧連系）に関する区分、連系設備への要件 

発電設備設置に関わる許認可、設置事業者、逆潮流に関する規制 

連系PVシステムの電力量計量方法、発電電力量・料金の取り扱い方法 
制

度

面 導入PVシステムの維持管理組織・体制 

出所：調査団にて作成 
 

電力品質面（電圧、周波数、フリッカ、高調波）に関しては、電圧と周波数について

は、現在「ミ」国において下記のとおり明確な基準が存在するが、フリッカおよび高調
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波については存在しないことを確認した。 
＜電圧基準＞ 

120V±10%, 220V±10% 

＜周波数基準＞ 

60Hz±2Hz (約±3.3%) 

安全保護面に関しては連系のために特別に具備すべき保護継電装置等はないとのこと

であるが、現在発電所の配電線フィーダ引き出し口だけしか保護継電器が実装されてい

ないので、事故波及による設備損壊、公衆安全確保のため、単独運転防止機能を装備す

ることとする。 
連系点に関しては、需要規模による受電電圧階級区分は存在しないことを確認し、既

存設備の制約から「連邦政府複合施設」においては高圧連系、「ミクロネシア短期大学」

においては低圧連系することになった。 
発電設備設置に関わる許認可に関しては、需要家が非常用発電機を設置する場合には、

事前に届出を行い、使用前検査を受ける必要があるが、今回の導入設備は PUC所有とな
る予定であるためその必要がないこと、また、逆潮流については今回需要家側設備を経

由することなく、すべての潮流が配電線に直接流れこむことになるが、PUC 設備とする
ため制度面の問題はないとのことであった。 
系統連系 PV システムからの配電線に供給される電力量の計量のために電力量計を連
系点に設置するが、その電力量の取り扱い（料金含む）は今後ミクロネシア側で検討す

ることになっている。 
維持管理組織・体制に関しては、ソフトコンポーネントの中で維持管理に関する要素

を技術移転しながら、「ミ」国側と協同で体制作りしていく。 
以上のことから、「ミ」国側にて準備される項目以外については全て検討済みであるこ

とから、「ミ」国の現状と照らし合わせ、本計画にて導入する系統連系 PVシステムに関
しては、法規制の準備は必要ないと判断できる。ただし、将来「ミ」国おいて適応しな

ればならない法制度等が制定された場合は、それら法制度の適応が必要であるが、その

場合でも、「ミ」国側が責任を持ち適応させることで合意している。 
 

(6) 配電系統増強の必要性 
配電系統増強の必要性を検討する上では、系統連系 PVシステムの導入後 
① 連系点から上位系統の配電設備（変圧器、配電線）が過負荷にならないこと 

② 連系点における配電線電圧が管理基準範囲を逸脱しないこと 

の２点を検討する必要がある。 
ここで、本計画のサイトとしては、「連邦政府複合施設」および「ミクロネシア短期大

学」となり、それぞれの導入連系 PVシステム容量は 20kW、140kWとなった。両サイト
とも、ポンペイ発電所から 13.8kVの配電線にて電力供給を受けており、受電用変圧器に
て 13.8kVから 208V（単相 120V）に降圧されている。 
連系点は、「連邦政府複合施設」については No.4 変圧器用低圧開閉器盤の開閉器の 1
次側、「ミクロネシア短期大学」については、受電用変圧器の 2次側(低圧側)端子である。 
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1) 連邦政府複合施設 
① 連系点から上位系統の配電設備（変圧器、配電線）が過負荷にならないこと 
連邦政府複合施設に設置する系統連系 PVシステムの設備容量は 20kWであるため、太陽

光最大発電出力は PVモジュールの温度上昇による出力低下やインバータ効率等を勘案し、

太陽光最大発電出力は 16kWとなり、13.8kV配電線に流れる最大電流値は約 0.7Aとなる。

ここでは、最も厳しい条件である系統連系 PV システムの最大発電出力が既存系統へ逆潮

流することを前提に、連系点から上位系統での配電設備（受電用変圧器、配電線）が過負

荷とならないことを確認した。 

(a) 受電変圧器容量 

連邦政府複合施設の系統連系 PVシステムは既存建物の受電用変圧器（変圧器 No.4）

の低圧開閉器盤の開閉器の 1次側に接続することとしており、その容量は 300kVAであ

る。 

よって、太陽光最大発電出力 20kVA ≦ 受電用変圧器容量 300kVAであり、受電用

変圧器容量は問題ないと判断できる。 

(b) 配電線容量 

連邦政府複合施設の受電用変圧器までの配電線は架空配電線部分と地中配電線部分に

分かれる。 

Nanpohnmal発電所から「連邦政府複合施設」に至る 13.8kＶ架空配電線は、表 3.2.2-8

に示すとおり全て同一種類の ACSR336.4milsであり、その許容電流値は 519Aである。 

太陽光最大発電出力時の逆潮流電流値 0.7A ≦ 系統連系する配電線フィーダにおけ

る最小許容電流の電線の許容電流値 519Aとなり、条件を満たすことから既存架空配電線

容量については問題ないと判断できる。 

表3.2.2-8 Nanpohnmal発電所～連邦政府複合施設間の架空配電線 

発電所 配電線 線種 許容電流値 
Nanpohnmal 
発電所 13.8kV ACSR336.4mils 519A 

出所：PUCからの聞取調査結果より調査団にて作成 
 

また、地中配電線部分（引き込み柱から受電用変圧器）についても、今回導入予定の系

統連系 PVシステム 20kWは、図 3.2.2-5に示すとおり、「連邦政府複合施設」の受電用変圧

器 2次側（低圧側）に接続するが、その部分には 15kV MV-90 XLPE AWG #1が使用されて

おり、その許容電流値は175Aとなるため、系統連系 PVシステムの最大逆潮流電流値約 0.7A

に対し十分耐えうるものと判断できる。 
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出所：調査団にて作成 

図3.2.2-5 「連邦政府複合施設」における導入系統連系PVシステムの連系点 

② 連系点における配電線電圧が管理基準範囲を逸脱しないこと 
ここでの検討は、Nanpohnmal発電所から連系点までの配電線について検討し、直近の一

般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲を逸脱しないことを確認すれば良い。その検討で

は、通常軽負荷時において系統連系 PV システムから既存系統へ発電電力を流した際、直

近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲の上限を超過しないか確認する。その際に

は、電線種類、サイズ、許容電流値および対象配電線における軽負荷時の負荷量等のデー

タが必要となる。しかし、本調査にて PUC の負荷管理状況を確認した結果、「ミ」国にお

いて、それら必要なデータを取得しておらず、軽負荷時における検討が困難となった。そ

のため、ここではより厳しい条件である全負荷を切り離した状態で、つまり無負荷の配電

線へ系統連系 PV システムから既存系統へ発電電力を流した場合、直近の一般低圧需要家

の受電電圧が管理基準範囲の上限値を超過しないかを確認した。ここでは、配電線が引き

出されている Nanpohnmal発電所での配電線送出電圧をベースに検討を行っている。「ミ」

  ：連系点 
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国における配電線系統はループ構成になっているが、PUCへの聞取調査の結果、事故時の

み切替を行うことが確認できているため、ここでの検討は通常系統で行う。 

通常系統において「連邦政府複合施設」は Nanpohnmal発電所から 13.8kV配電線により

電力供給されており、その距離は約 4kmである。また 13.8kV配電線は、全て同一種類の

ACSR336.4milsが使用されている。その仕様は表 3.2.2-9に示すとおりである。また、太陽

光発電出力は力率１の定格出力、電圧基準値は「ミ」国の基準（120V±10%）を利用し、

直近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲を逸脱しないことを確認した。 

表3.2.2-9 連系点および直近の一般低圧需要家における配電線電圧値の検討結果 

ﾎﾟﾝﾍﾟｲ発電所~ﾊﾟﾙｷ
ｰﾙ連邦政府庁舎間

の距離 

送出 
電圧 相当線種 R [Ω/km] 

PVからの
逆潮流 
電流値 

高圧の

上昇 
電圧値 

直近の 
一般低圧需要家の 
受電電圧 

3.98km 13.8kV ACSR58mm2 0.512 0.7A 1V 120.0V 

出所：PUCからの聞取調査結果より調査団にて作成 
 

この検討結果より、無負荷の配電線へ系統連系 PV システムから逆潮流された場合にお

ける直近の一般低圧需要家の受電電圧が 120.0Vと管理基準上限値 132V以内に収まってい

ることから、問題ないと判断できる。 

以上の検討結果より、配電系統増強の必要性は特に必要ないと判断できる。 

2) ミクロネシア短期大学 
① 連系点から上位系統の配電設備（変圧器、配電線）が過負荷にならないこと 
ミクロネシア短期大学に設置する系統連系PVシステムの設備容量は140kWであるため、

太陽光最大発電出力は PV モジュールの温度上昇による出力低下やインバータ効率等を勘

案し、太陽光最大発電出力は 112kWとなり、13.8kV配電線に流れる最大電流値は約 4.7A

となる。ここでは、最も厳しい条件である系統連系 PV システムの最大発電出力が既存系

統へ逆潮流することを前提に、連系点から上位系統での配電設備（受電用変圧器、配電線）

が過負荷とならないことを確認した。 

(a) 受電変圧器容量 

ミクロネシア短期大学の系統連系 PV システムは既存建物の受電用変圧器（変圧器

No.3）の 2次側（低圧側Ｙ結線 208V）に接続することとしており、その容量は 300kVA

である。 

よって、太陽光最大発電出力 140kVA ≦ 受電用変圧器容量 300kVAであり、受電用

変圧器容量は問題ないと判断できる。 

(b) 配電線容量 

ミクロネシア大学の受電用変圧器までの配電線は架空配電線部分と地中配電線部分に

分かれる。 

Nanpohnmal 発電所から「ミクロネシア短期大学」に至る 13.8kＶ架空配電線は、表

3.2.2-10に示すとおり全て同一種類の ACSR336.4milsであり、その許容電流値は 519Aで

ある。 
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太陽光最大発電出力時の逆潮流電流値 4.7A ≦ 系統連系する配電線フィーダにおけ

る最小許容電流の電線の許容電流値 519Aとなり、条件を満たすことから既存架空配電線

容量については問題ないと判断できる。 

表3.2.2-10 Nanpohnmal発電所～ミクロネシア短期大学間の架空配電線 

発電所 配電線 線種 許容電流値 
Nanpohnmal 
発電所 13.8kV ACSR336.4mils 519A 

出所：PUCからの聞取調査結果より調査団にて作成 
 

また、地中配電線部分（引き込み柱から受電用変圧器）についても、今回導入予定の

系統連系 PVシステム 140kWは、図 3.2.2-6に示すとおり、「ミクロネシア短期大学」の

受電用変圧器 2次側（低圧側）端子に接続するが、その部分には 15kV MV-90 XLPE AWG 

#2が使用されており、その許容電流値は 155Aとなるため、系統連系 PVシステムの最大

逆潮流電流値約 4.7Aに対し十分耐えうるものと判断できる。 
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出所：調査団にて作成 

図3.2.2-6 「ミクロネシア短期大学」における導入系統連系PVシステムの連系点 

 

② 連系点における配電線電圧が管理基準範囲を逸脱しないこと 
ここでの検討は、Nanpohnmal発電所から連系点までの配電線について検討し、直近の一

般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲を逸脱しないことを確認すれば良い。その検討で

は、通常軽負荷時において系統連系 PV システムから既存系統へ逆潮された際、直近の一

般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲の上限を超過しないか確認する。その際には、電

線種類、サイズ、許容電流値および対象配電線における軽負荷時の負荷量等のデータが必

要となる。しかし、本調査にて PUC の負荷管理状況を確認した結果、「ミ」国において、

それら必要なデータを取得しておらず、軽負荷時における検討が困難となった。そのため、

ここではより厳しい条件である全負荷を切り離した状態で、つまり無負荷の配電線へ系統

連系 PV システムから逆潮流された場合、直近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範

囲の上限値を超過しないかを確認した。ここでは、配電線が引き出されているポンペイ発

電所での配電線送出電圧をベースに検討を行っている。「ミ」国における配電線系統はルー
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プ構成になっているが、PUCへの聞取調査の結果、事故時のみ切替を行うことが確認でき

ているため、ここでの検討は通常系統で行う。 

通常系統において「ミクロネシア短期大学」は Nanpohnmal発電所から 13.8kV配電線に

より電力供給されており、その距離は約 7ｋｍである。また 13.8kV配電線は、全て同一種

類の ACSR336.4milsが使用され、その仕様は表 3.2.2-11に示すとおりである。また、太陽

光発電出力は力率１の定格出力、電圧基準値は「ミ」国の基準（120V±10%）を利用し、

直近の一般低圧需要家の受電電圧が管理基準範囲を逸脱しないことを確認している。 

表3.2.2-11 連系点および直近の一般低圧需要家における配電線電圧値の検討結果 

ﾎﾟﾝﾍﾟｲ発電所~ﾐｸﾛﾈ
ｼｱ短期大学ﾅｼｮﾅﾙｷｬ

ﾝﾊﾟｽ間の距離 

送出 
電圧 相当線種 R [Ω/km] 

PVからの
逆潮流 
電流値 

高圧の

上昇 
電圧値 

直近の 
一般低圧需要家の 
受電電圧 

6.78km 13.8kV ACSR58mm2 0.512 4.7A 16V 120.1V 

出所：PUCからの聞取調査より調査団にて作成 
 

この検討結果より、無負荷の配電線へ系統連系 PV システムから逆潮流された場合にお

ける直近の一般低圧需要家の受電電圧が 120.1Vと管理基準上限値 132V以内に収まってい

ることから、問題ないと判断できる。 

以上の検討結果より、配電系統増強の必要性は特に必要ないと判断できる。 

 

(7) 電力品質における検討 
系統連系 PVシステムを導入する際に検討すべき項目としては、配電線系統増強の必要
性の検討と平行して、電力品質における検討を実施しなければならない。また電力品質

における検討においては、「フリッカ」と「高調波」が考えられる。しかし、PUCからの
聞取調査の結果、現在明確な電力品質基準がないこと、および「ミ」国電力系統におい

て大きな工場等がなく、双方の発生源がないと判断できることから、本調査での検討は

省略した。ただ、高調波については、日本おける系統連系インバータの汎用品では、既

に対策が講じられていることから、本計画対象設備の仕様としては、日本の高調波抑制

対策ガイドラインに則った仕様を要求することとする。 
 

(8) 系統連系太陽光発電の導入可能容量 
PVシステムを電力系統に連系する場合、日射変動に伴って出力変動が生じるため、そ
の変動分を既存の発電システムの制御により吸収し、電力品質を基準範囲内にできるか

どうかを検証しておく必要がある。ここでは本計画にて導入予定である系統連系 PVシス
テム合計 180kWが、既存系統に対して導入可能か検討を行う。検討方法としては、既存
系統に対する系統連系 PVシステムの導入可能量を算出し、その導入可能量がシステム容
量以上かどうかを確認する手法をとった。 
既存系統に対する系統連系 PVシステムの導入可能容量の検討手法は、電力品質確保の
観点より、 

ステップ１：電力系統運用面からの制約の検討 

ステップ２：配電線運用面からの制約の検討 
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の２つの検討が考えられる。ステップ２については、「(6) 配電系統増強の必要性」にて
検討したとおり、配電線運用面からの制約は特にないと判断できるため、以下にステッ

プ１の検討結果について説明する。 

ステップ１：電力系統運用面からの制約の検討 

2-2-3 (4) で述べたように、ポンペイ島の電力供給は現状 NANPOHNMAL発電所にある
7台のディーゼル発電機によりすべて賄われている。発電所内のディーゼル発電機の運用
方法について確認した結果、発電所全体または系統全体を遠隔監視制御できる装置は導

入されておらず、運転台数切り替えについては、毎正時に発電所合計出力を記録し、そ

れに対してオペレーターが経験的に常時 1～4MW程度の供給予備力が確保されるように
起動停止を行っていた。また、短周期の負荷変動に対しては、キャタピラ製ディーゼル

発電機には電子式ガバナ、ダイハツ製ディーゼル発電機には機械式ガバナが装備されて

おり、すべてガバナフリー運転可能であるが、速度調停率は下表に示すように発電機毎

に異なる設定となっており、負荷応動に優先順位をつけていることが分かった。 

表3.3.2-12 ディーゼル発電機ガバナ速度調停率設定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、特に機械式ガバナについては変動収束が遅いようで、運転員が 24時間 3交代
体制で周波数変動を監視しながら急変時には直接手動で出力調整を行っている。PUC へ
の聞き取りの結果、周波数の管理基準は 60±2Hz (±3.3％)とのことであり、すべての発
電機の速度調停率が 3.3％以下であれば、理論的には負荷変動と PV出力変動の合計が運
転中ディーゼル発電機の供給予備力の範囲内である限りは、問題は生じないこととなる

が、ここではより保守的に日本の周波数偏差目標値 60±0.2Hz（±0.3％）を用いて系統
連系型 PV導入可能量検討を行うこととする。 
系統の変動抑止能力としては、軽負荷時で発電機運転台数が少ない、かつより速度調

停率が大きい発電機が運転している時が厳しい条件となる。近年の需要実績から

2,500kWが最低需要であるので、発電機 #9と#10の 2台が運転している時が最も厳しい
と想定できる。 
最大負荷変動量については、同じく近年の需要実績から 1 時間毎の需要変動記録で最
も大きな値が 2,300kWであることから、短周期変動としては 5分間相当変動分よりは大
きくないと仮定して、約 190kW（ ≒ 2,300kW / 60 *5）とする。 

INSTALLED AVAILABLE
UNIT Governor Type CAPACITY CAPACITY Speed Droop

kW kW %
CAT #4 Electric 1135 800 N/A

CAT #5 Electric 1135 0 N/A

CAT #6 Electric 1135 800 N/A

DAI #7 Mechanical 2500 1900 1.7

DAI #8 Mechanical 2500 0 N/A

DAI #9 Mechanical 2500 1600 2

DAI #10 Mechanical 2500 1700 2.5
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可能出力 1,600kWの発電機#9と 1,700kWの発電機#10がガバナフリー運転している時
の許容出力変動幅は、周波数偏差目標値が 60±0.2Hz（±0.3％）、それぞれの発電機の速
度調停率が 2％、2.5％であることから、 

1,600kW * (0.3 * 2.5 / (2 + 2.5)) +1,700kW * (0.3 * 2 / (2 + 2.5)) ≒ 490kW 

となる。 
 

 

 

の関係が成り立てばよいので、太陽光発電出力の許容変動量は、 

太陽光発電出力の許容変動量 ≦ 490kW － 190kW ＝300kW  

と算出できる。ここで太陽光発電出力の変動範囲は過去の実証例から定格容量の 10～90%の

範囲内と想定すると既存系統における系統連系 PVシステム導入可能量は約 375kWと算出で

きる。この結果から、本計画にて導入予定である系統連系型 PV システム 160kW

（20kW+140kW）は特に問題ないことが確認できた。 

本検討は電力品質として厳しい日本の周波数偏差目標値に基づくものであり、その目

標値を変更することで系統連系 PVシステム導入可能量は変化することから、許容周波数
変動率をパラメータに感度分析を実施した。パラメータには次の値を用いている。 
① 60±0.2Hz（±0.3%）： 日本の周波数偏差目標値 

② 60±0.3Hz（±0.5%）： 中間値 

③ 60±0.6Hz（±1.0%）： 東南アジアで比較的高度な電力インフラが整備されているタ

イ、マレーシアの周波数偏差目標値 

 
出所：調査団にて作成 

図3.2.2-7 許容周波数変動率と太陽光発電導入可能量の関係 

 

(9) 既存施設・建築物の補強に関する法制度・規制について 
「ミ」国では既存施設・建築物の補強に関する法制度・規制ならびに新設施設・建築

物の建設にかかる構造、消防などにかかわる独自の法規制は無く、一般的には米国の基

準に準拠している場合が多い。このため、本計画対象の既存建築物の補強、新設の工作
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物については日本の基準に基づいて設計を行い、「ミ」国側と協議の上必要最小限でかつ

維持管理の容易な方策をとることとする。 
 

3-2-2-2 全体計画 

本計画の施設、資機材の規模、仕様は、下記条件にて計画することとする。 
 

(1) 気象条件及びサイト条件 

表3.2.2-13 気象条件及びサイト条件 

(a) 海  抜*1 37.5m 
(b) 周囲温度 （最大）*1 31.0˚C 
(c) 周囲温度 （最低）*1 21.8 ˚C 
(d) 相対湿度 最大*2 87 % 
(e) 月間最多降雨量*2 985.5 mm 
(h) 最大風速*3 110 mile / hour 
出所：*1 Preliminary Local Climatological Data (WSO Pohnpei) 

*2 2008 FSM Statistical Yearbook 
*3 Design Standard by Department of Transportation, Communication & Infrastructure 

 

(2) 電気方式の条件 

① 配電電圧： （中圧）3相 4線式 13.8 kV（最大 14.52 kV） 

（低圧）3相 4線式 208-120 V 

② 周 波 数： 60 Hz 

③ 最大短絡容量： 13.8 kV系統  12.5 kA 

④ 接 地 系： 13.8 kV系統 中性点多重接地式 

⑤ 接地抵抗： 10 Ω以下 

⑥ 色 別： IEC規格（赤、黄、青、黒） 

 

(3) 施設計画の条件 
新設支持架台は駐車スペースの日よけを兼ねた設計とするので、駐車するのに十分な

建築限界と、機材より要望のある発電量を確保できるパネルの配置を考慮して、必要最

小限の支持架台を計画する。また、集電配電の必要性から、既存電気室までの距離を最

短とする配置計画を行う。 
大統領オフィス屋根に設置するパネル支持架台は、既存屋根材および屋根下地材に直

接取り付けることになるので、既存屋根を詳細調査の上、既存下地材に最適かつ確実な

金具を考案し風荷重による吹き上げ力にも安全な方策をとる。 
パリキールの連邦政府複合施設建物内には、本計画に必要となる変圧器、パワーコン

ディショナーなどの電気機器を収容するスペースがないので、新たに同敷地内に電気室

（平屋建て 4.3m×2.8m程度）を計画する。 
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3-2-2-3 基本計画の概要 

(1) 基本計画 
前述（3-2-1参照）の基本設計方針を踏まえた、本計画の基本計画の概要は、表 3.2.2-14
に示すとおりである。 

表3.2.2-14 基本計画の概要 

下記太陽光発電用資機材の調達及び据付 数 量 

計画対象地域 
連邦政府 
複合施設 

ミクロネシア

短期大学 
太陽光発電モジュール 1式 1式 

太陽光発電モジュール用設置架台 1式 1式 

パワーコンディショナー 1台 2台 

連系用変圧器 1台 1台 

表示装置 1式 1式 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

バックアップ用蓄電池 1式 - 
資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及

び試験器具 
1式 1式 

 

(2) 機材調達数量 
本計画にて調達される主要機材の数量は、表 3.2.2-15に示す通りである。 

表3.2.2-15 主要機材の調達数量 

太陽光発電用資機材の調達及び据付 数 量 

計画対象地域 
連邦政府 
複合施設 

ミクロネシア

短期大学 
太陽光発電モジュール 20kWp 140kWp 
太陽光発電モジュール用設置架台 1式 1式 
接続箱 2個 14個 
集電箱 1個 3個 
パワーコンディショナー 1台 2台 
連系用変圧器 1台 1台 
表示装置 1式 1式 
計装装置 1式 1式 
バックアップ用蓄電池 1式 － 

資 
機 
材 
調 
達 
と 
据 
付 
工 
事 
計 
画 

配線材料、接地工事材料他 1式 1式 
資 
機 
材 
調 
達 
計 
画 

太陽光発電設備用交換部品、保守道工具及び試験器具 1式 1式 
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工事補給数量に関しては、海上・内陸輸送、施工時に際して生じる破損等を考慮して、

設計数量に補給率を乗じた数量とする。補給率については、海外施工時の類似工事にお

ける経験などを考慮し決定している。太陽光発電においては、パネル１枚に不慮の故障

が発生した場合に、故障したパネルに直列に接続されたストリング全体で発電すること

が出来ない状況になり、性能を保証することが困難になる。本計画は我が国の環境プロ

グラム無償資金協力により実施されることから、短期間で据付工事を行うこと、及び機

材据付後の性能を保証するため、本プロジェクトにおいては、設計数量枚数の 3%(補給
数量)を乗じた数量を調達数量とする。 

 

(3) 機材概略仕様 
本計画で日本側が調達・据付する太陽光発電・配電設備については、「ミ」国側の既存

の標準類を可能な限り適用する。これにより計画完了後に設備の運転操作及び維持管理

の容易性と安全性に留意すると共に、それら設備・機材の据付期間の短縮を図るため、

仕様品目の限定及び標準設計モデルを採用する。 
なお、本計画では、大統領事務所には屋根、ミクロネシア短期大学には駐車場屋根型

の鉄骨架台を建設し主要機器である太陽光発電モジュールを据付ける計画であるが、重

量・設置面積等の建築限界、また、将来的なメンテナンスやモジュール本体の交換作業

を極力減少させることを考慮し、長期的な耐久性・信頼性が高く期待される高効率・長

寿命型である、結晶系シリコンの太陽光発電モジュールとして調達・据付を行うことと

する。 

表3.2.2-16 太陽光発電モジュールの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 適用規格 IEC及び同等規格 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温度 +40℃以下 
(4) 設置方式 駐車場屋根、歩道屋根、切妻屋根設置方式 
(5) 種類 結晶系シリコン 
(6) モジュール効率 12%以上 

1. 太陽光発電モジ
ュール 

(7) モジュール容量 210W/枚以上 

表3.2.2-17 太陽光モジュール設置用架台の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 支持形式 鉄骨架台 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 材質 SS400溶融亜鉛めっき仕上げ 
(4) ベースチャンネル C型鋼 

2. 太陽光発電モジ
ュール設置用 
架台 

(5) パネルフレーム 3本／モジュール 

表3.2.2-18 接続箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 構造 屋外 垂直自立型 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC)以上 
(5) 入力回路数 サブアレイ単位並列数以上 

3. 接続箱 

(6) 入力電流 1回路当りモジュール公称短絡電流(ISC)以上 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
(7) 出力回路数 1回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流(ISC)以上 

 

(9) 内蔵機器 ・配線用しゃ断器：回路数 
・逆流防止ダイオード：ストリング毎 
・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間 
 

表3.2.2-19 集電箱の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 構造 屋外 垂直自立型 
(2) 使用環境 塩害地域 
(3) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(4) 最大入力電圧 ストリング単位公称開放電圧(VOC)以上 
(5) 入力回路数 集約される接続箱数以上 
(6) 入力電流 接続箱出力電流以上 
(7) 出力回路数 1回路 
(8) 出力電流 サブアレイ公称短絡電流×入力回路数以上 

4. 集電箱 
 
※接続箱が１つ、ま
たはパワーコンデ
ィショナ入力回路
数が接続箱数量以
上確保できる場合
は省略可能 

 
 

(9) 内蔵機器 ・配線用しゃ断器：回路数 
・誘導雷保護器：全入出力回路、線間、アース間 
 

表3.2.2-20 パワーコンディショナーの仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 構造 屋内 垂直自立型 
(2) 周囲温湿度 +40℃以下、70%以上 
(3) 主回路方式 自励式電圧型 
(4) ｽｲｯﾁﾝｸﾞ方式 高周波 PWM 
(5) 絶縁方式 商用周波絶縁トランス方式 
(6) 冷却方式 強制空冷 
(7) 定格入力電圧 ストリング最大出力電圧(Vpmax)付近 
(8) 入力動作電圧範囲 ストリング最大出力電圧(Vpmax)と公称開放電

圧(Voc)が範囲内に入ること。 
(9) 入力回路数 集電箱数以上 
(10) 出力電気方式 三相三線式 
(11) 定格出力 Capital:30kW(自立運転機能付) 

COM-FSM: 100kW 
(12) 定格入力電圧 DC300V 
(13) 定格出力電圧 AC202V 
(14) 定格周波数 60Hz 
(15) 交流出力電流 

ひずみ率 
総合電流 5%以下、各次調波 3%以下 
 

(16) 電力制御方式 最大出力追従制御 
(17) 定格電力変換効率 90%以上 
(18) 制御機能 ・自動起動・停止、ソフトスタート 

・自動電圧調整 
・入力電流制限、出力電流制限 
・出力制御機能（外部出力信号による出力制御） 

(19) 系統連系保護機能 ・系統過電圧(OVR) 
・系統不足電圧(UVR) 
・系統周波数上昇(OFR) 
・系統周波数低下(UFR) 
すべて整定値、時限可変とする。復電後の投入
阻止時間設定あり。 

(20) 単独運転検出機能 能動型、受動型併用。不使用設定可能。 

5. パワーコンディ
ショナー 
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機器名 仕様項目 要求仕様 

(21) 外部通信 ・信号内容（状態情報、故障情報、計測情報） 
・入出力仕様（RS 485） 

 

(22) ｸﾞﾘｯﾄﾞﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾎﾞ
ｰﾄﾞ（Capitalのみ） 

・屋内自立型 
・公称入力電圧 DC300V 
・過充電防止機能 
・過放電防止機能 
・逆潮流防止機能 
・切替スイッチ、タイマー、ｲﾝﾀｰﾛｯｸ機能 
 

表3.2.2-21 変圧器の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 構造 屋内 垂直自立型 
(2) 定格出力 50 kVA（Capital）、200 kVA（COM-FSM） 
(3) 一次電圧 3φ4W AC208V 
(4) 二次電圧 3φ3W AC200V 
(5) 周波数 60Hz 
(6) 絶縁階級 B種 
(7) 結線方式 Y-△(Yd1) 

6. 連系用変圧器 

(8) タップ切換 一次側 3タップ、二次側 3タップ 
 

表3.2.2-22 バックアップ用蓄電池の仕様（連邦政府複合施設のみ） 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 構造 屋内 メンテナンスフリー 密閉式 
(2) 周囲温湿度 +45℃以下、70%以上 
(3) バッテリー容量 1000Ah 以上 
(4) システム出力電圧 DC 240V 

7. バックアップ用
蓄電池 

(5) その他 段積み用鉄製ラック込み 
 

表3.2.2-23 計装装置の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
8. 計装装置 
 

(1) 日射計 
1) 適用規格 
2) 感度 
 

(2) 気温計 
1) 種類 
2) 形状 
3) 使用温度範囲 
 

(3) 気象変換箱  
1) 構造 
2) 材質 
3) 入力信号 
4) 出力信号 
5) 電源 
6) 収納機器 
 

(4) 計測監視装置（サイト側） 
1) データ計測方式 
・測定周期 
・データ収集項目 
 

 
ISO9060 Second class相当 
6～8 mV/（W･m2）  
 
 
測温抵抗体 Pt100Ω 4線式 
簡易シェルター付 
-40℃～＋60℃  
 
 
屋外壁掛型 
SPHC鋼板 
日射計（0-10mV）、気温計（Pt100Ω） 
4-20mA×2 
AC120V  
日射計用信号変換器、気温計用信号変換器 
配線用遮断器、誘導雷保護器 
 
 
6秒 
傾斜面日射強度、気温、発電電力 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
2) 使用機器 

 
 
 

3) ソフト仕様（サーバー側） 
 
 
 
 

4) 表示装置 
 
 
(5) 遠隔監視システム 

1) 仕様 
・サイト側データ管理 
 
・データ閲覧 
・データダウンロード 

 
2）データ閲覧権限 

計測監視装置 
シリアル信号変換器（RS485→RS232C変換） 
無停電電源装置（瞬停対策用） 
計測監視装置箱 
瞬時値表示、グラフ・帳票表示 
パワーコンディショナー運転状態、障害情報表示 
パワーコンディショナー保護装置設定情報保存 
 
 
屋内壁掛け型 
3点表示（発電電量、積算電力量、CO2排出 
削減量） 
 
 
サイト側データをサーバへ送信、専用サーバでデ
ータ蓄積 
インターネットを利用し、Webブラウザにて表示 
帳票データのダウンロードと帳票・グラフの表示
と印刷 
登録ユーザー、パスワード管理 

 

表3.2.2-24 電線材料の仕様 

機器名 仕様項目 要求仕様 
9. 配線材料 
モジュール～接続箱間 
 
 
 
 
 
 
 
 
接続箱～集電箱間 
 
 
 
集電箱～ 
パワーコンディショナー間 
 
 
パワーコンディショナー～ 
変圧器間 
 
 
変圧器～既設分電盤 
（ミクロネシア短期大学） 
 
 
 
パワーコンディショナー～ 
気象変換箱間、 
パワーコンディショナー～ 
表示装置間 
 

 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
 
 
 
(3) サイズ 
 
 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
 

 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
①HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ片端 （+）ｺﾈｸﾀ付き 
②HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ片端 （-）ｺﾈｸﾀ付き 
③HEM－CE ｹｰﾌﾞﾙ両端 （+）（-）ｺﾈｸﾀ付き 
 
① 3.5sq-1C  
② 3.5sq-1C  
③ 3.5sq-1C  
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V CVD 
14mm2 
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V CVD 
60mm2 
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V CV-1C 
150mm2 
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V CV-1C 
150mm2 
変圧器 2次側接続ターミナル, 終端端末材料 
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V CV 
8mm2 
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機器名 仕様項目 要求仕様 
通信ケーブル 
 
 
 
 
接地工事材料 
 
 
 

(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
 
 
(1) 適用規格 
(2) 型式 
(3) サイズ 
(4) その他 

NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
KPEV-S 2P 
2 mm2 
 
 
NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
600V IV  
38 mm2, 22 mm2, 3.5 mm2 
接地棒、接地端子、コネクタ 

 

表3.2.2-25 地中配電線用管路等の概要 

機器名 仕様項目 要求仕様 
(1) 規格 NEC, JIS、JEC、JEM及び同等規格 
(2) 型式 波付硬質合成樹脂管 

1. 埋設防護管 

(3) その他 埋設表示テープ 
2. ハンドホール (1) 型式 

(2) サイズ 
(3) 蓋 

現場打ち鉄筋コンクリート（FC21）製 
900×900×1200 
鋳鉄製（φ600） 

 

(4) 太陽光発電システムの架台設置方式 
新設支持架台は駐車場屋根設置方式とする。ただし、駐車場屋根材は取り付けずに、

鉄骨支持架台梁に直接システム架台を取り付ける方式とする。機材設備のメンテナンス

は、下部から行う方法とし上部面には特段メンテナンススペースは設けない。 
 既存大統領オフィスに取り付ける支持架台は、屋根取り付け設置方式とする。PV支持
架台のフレームが同じ条件で取り付けられるよう架台位置を決定する。メンテナンスは

上部面となるのでパネル間にスペースを設ける。 
 

(5) 既存施設・建築物の構造補強について 
大統領事務所の主架構構造は、RC造であり、取り付けパネルの重量は、支持架台を含
めても 500N/㎡程度で、架構構造について特別に補強を必要とはしない。全体重量として
約 60kNの重量増となるが、推定される許容支持力から検討すると十分に安全であり、基
礎についても補強の必要はない。 

 

(6) 支持架台の計画 
施工工期および、平日執務に必要な駐車場での工事であることを念頭に、主架構は鉄

骨とする。支持架台の高さ及び片持ち梁の持ち出し長さは、小型普通乗用車が駐車可能

な建築限界を考慮し、かつ太陽光パネルの配列ならびに駐車エリアの日陰を考慮した最

小長さとする。鉄骨部材は全て溶融亜鉛めっきを施し塩害対応とする。基礎構造は、既

存政府施設建物の竣工図より、設計 GL-1.0m付近における地盤支持力を 100kN/m2と仮定

し独立基礎として設計する。 
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3-2-3 基本設計図 
本計画の基本設計図は、以下のとおりである。 

連邦政府複合施設 （Federal Government Complex） 

分類 図面 
番号 

図面名称 

連系 PVシステム図 M-S-01 連系 PV システム構成図 (Federal Government 
Complex)  

連系 PV システム単
線図 M-E-01 連系 PV システム単線図 (Federal Government 

Complex) 

PVパネル配置図 M-L-01 連系 PVパネル配置図(Federal Government Complex) 

PV機器配置図 M-EQ-01 連系 PV システム機器配置図(Federal Government 
Complex) 

ケーブルルート図 M-C-01 ケーブルルート計画図(Federal Government Complex) 

M-A-01 Federal Government Complex 
支持架台位置図 

M-A-02 Federal Government Complex 
支持架台 20A ROOF 平面図 建築図 

M-A-03 Federal Government Complex 
埋設ケーブル及びハンドホール断面図 

ミクロネシア短期大学 （College of Micronesia - FSM） 

分類 図面 
番号 図面名称 

連系 PVシステム図 M-S-02 連系 PVシステム構成図(College of Micronesia - FSM) 

連系 PV システム単
線図 M-E-02 連系 PVシステム単線図(College of Micronesia - FSM) 

PVパネル配置図 M-L-02 連系 PVパネル配置図(College of Micronesia - FSM) 

PV機器配置図 M-EQ-02 連系 PVシステム機器配置図(College of Micronesia - 
FSM) 

ケーブルルート図 M-C-02 ケーブルルート計画図(College of Micronesia - FSM) 

M-A-11 College of Micronesia - FSM 
支持架台位置図 

M-A-12 College of Micronesia - FSM 
支持架台 80A 平面図、立面図 

M-A-13 College of Micronesia - FSM 
支持架台 80A 基礎、屋根梁伏図 

M-A-14 College of Micronesia - FSM 
支持架台 80A 軸組、基礎詳細図 

M-A-15 College of Micronesia - FSM 
支持架台 50A 平面図、立面図 

M-A-16 College of Micronesia - FSM 
支持架台 50A 基礎、屋根梁伏図 

M-A-17 College of Micronesia - FSM 
支持架台 50A 軸組、基礎詳細図 

建築図 

M-A-18 College of Micronesia - FSM 
埋設ケーブル及びハンドホール断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 
3-2-4-1 調達代理機関による機材調達監理方針 

本計画は、我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき実施される。これによ

り、本計画は日本政府により事業実施の承認がなされ、両国政府による交換公文(E/N)が取り交

わされた後に実施に移る。調達代理機関は日本政府により、「ミ」国側へ推薦され、資源・開発

省（R&D：Department of Resources and Development）が受任者として本体契約（入札、資機材調

達）が適正且つ円滑に履行されるように本計画の本体業務を管理するとともに、「ミ」国側に代

わって資金の管理を行う。 

 

(1) 実施体制 
本計画の無償資金協力に係る交換公文・贈与契約（以下 E/N・G/A）締結後、「ミ」国
政府は、施工監理コンサルタント及び調達業者の選定・契約を調達代理機関に委託する。

また、施工監理コンサルタント及び調達業者は、調達代理機関と契約を締結し、それぞ

れの業務を実施する。 
 

(2) 主管官庁 
本計画の主管官庁は、資源・開発省（R&D：Department of Resources and Development）
である。 

 

(3) 実施機関 
本計画の実施機関は、ポンペイ州公共公社（PUC:Pohnpei Utilities Corporation）である。
本計画は環境プログラム無償案件として、「ミ」国政府側の主管官庁である R&Dと日本
の調達代理機関が締結する調達代理契約に基づいて実施される。 
上記の他に、本計画に係る「ミ」国の主な関係機関は以下の通りであり、実施段階で

は各機関との十分な情報共有、調整が必要である。各機関との調整に当たっては、R&D
が窓口として対応することが確認されている。 
・ 外務省（Department of Foreign Affairs） 

・ 運輸・通信・インフラ省（Department of Transport, Communication and Infrastructure） 

・ ミクロネシア短期大学（COM-FSM） 

なお、「ミ」国では漁港・電力他のセクターで我が国の一般無償資金協力案件を多数実

施しており、また現在は調達代理方式により、R&Dが主管官庁としてディーゼル燃料の
調達関連業務を経験していることから、実施機関となる PUCとの連携により、円滑な事
業実施が望める。また、「ミ」国政府側の主な関係省庁と日本政府は、各々の代表からな

る政府間協議会を設置し、国レベルで確認を要する事項の協議を実施する。 
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以下に本計画の実施体制を示す。 

ミクロネシア連邦国政府

日本国政府

JICA本部
在ミクロネシア
日本国大使館

JICAミクロネシア支所

調達代理機関

E/N

実施促進

本邦コンサルタント
（詳細設計/調達・施工監
理/ソフトコンポーネント）

コンサルタント契約
（詳細設計/調達・施工監理/
ソフトコンポーネント）

（コンサルテイティブ）
コミッティ

ポンペイ公共公社
(PUC)

資源・開発省 (R&D)

監理

G/A

調達

運輸・通信・インフラ省（DTCI）

ミクロネシア短期大学（COM-
FSM）

外務省 (DFA)

調達契約

調達業者

図3.2.4-1 実施体制 

 

(4) 調達代理機関 
1) 実施内容 
機材調達に係る入札図書は、調達代理機関が作成し、本プロジェクトのそれぞれの入

札管理業務手続及び調達業務が開始される。調達代理機関は、日本政府により「ミ」国

側に推薦され、実施責任機関の受任者として本体契約のコンポーネントが適正、且つ、

円滑に実施されるように総合的な監理を実施・履行する。 
入札業務管理として、代理機関契約、銀行手続き及び入札図書のうち業者契約に係る

書類の作成、並びに、入札図書配布と入札・評価及び調達業者契約業務などを行う。 
また、工事管理業務は、本邦調達代理機関から派遣された統括者が、支払い業務を含

めた資金管理や、残預金が発生した場合の使途計画を含め、実施内容の確認、両国政府

への進捗報告、「ミ」国側との協議・調整・報告を随時実施する。 
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2) 実施体制 
・ 入札業務管理期間 

入札に係る図書の取りまとめ、機材仕様書の確認及び入札業者・企業の評価を実施する

が、「ミ」国の機材調達における国際競争入札などにより、入札業務が煩雑となることが予

想されるため、補助要員として現地人を雇用する。また、入札図書の内容に係る技術的な

質疑応答や、入札業者の技術プロポーザル部分を適性に評価する必要があることから、本

邦コンサルタントが技術部分の補助を行う。 

・ 工事管理期間 

調達代理機関は、施工期間中の統括的な管理を行うが、本邦コンサルタント主導による

施工監理の下、調達代理機関の管理は要所の確認のみ実施する。 

 
 

(5) 施工監理・調達監理コンサルタント 
技術コンサルタントとして、調達代理機関が選定したコンサルタントが、施工監理・

調達監理コンサルタントとして工事の施工監理及び調達監理を実施する。このコンサル

タントが、施設建設の施工品質・工程・安全等の監理及び調達機材における品質・機能・

性能・員数の確認、輸送中における外観上の損傷等の確認を行う。なお、確認事項に異

常が認められた場合、速やかに報告書を作成し、関係者にて対処協議を行うこととする。

また、施工監理を担当するコンサルタントは施設施工業者の出来形を評価する。 
 

(6) 施設施工業者・機材調達業者 
入札により調達代理機関に選定された同上業者は、調達代理機関との契約書に基づき

内容を良く把握し、これを遅延無く確実に履行しなければならい。 
 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 「ミ」国の建設事情と技術移転 
「ミ」国では、日本を含む外国資本の現地総合建設業者や電気工事会社があり、運搬

用車両、建設工事機材等の現地調達並びに、本計画の配電用機器据付、及び地中ケーブ

ル工事は、現地業者への発注が可能である。但し、本計画が短工期で品質の高い出来形

機材調達 監理担当 

《 統括管理者 》   

統括補佐   
  

会   計   事務員   

調達代理機関監理体制   

コンサルタント 
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が求められる、我が国の環境プログラム無償資金協力案件であること、並びに現地施工

業者により設置された類似の連系 PVシステムの工事品質を考慮すると、工程管理、品質
管理及び安全管理のためには、日本または海外からの技術者の現地派遣が必須である。 
一方、「ミ」国において連系 PVシステムの据付工事件数は少なく、かつ機材据付時並
びに据付け後の調整・試験等には、技術レベルの高い技術者を必要とすることから、労

務者以外の現地業者の活用は困難である。そのため、本計画の据付工事に当たって、日

本の請負業者は現地業者から労働者、据付工事機材等の調達を行い、日本又は海外から

技術者を派遣することが望ましい。また、当該据付期間に同技術者によって、｢ミ｣国技

術者に OJTを実施し技術移転を図るものとする。 
 

(2) 現地資機材の活用について 
「ミ」国では、太陽光発電モジュールを設置する架台の基礎工事に使用する骨材、セ

メント、鉄筋等は、品質・納期に対する管理並びに指導が必要であるが、現地調達が可

能である。このため、施工計画の策定に当たっては、可能な限り、現地で調達可能な資

機材を採用することとする。 
 

(3) 安全対策について 
本計画対象地域は、治安上の問題が少ない地域であるが、資機材の盗難防止及び工事

関係者の安全確保等には十分留意する必要がある。このため、「ミ」国側による安全対策

上必要な措置を講じることは必須であるが、日本側工事としても、警備員を配置する等

の安全対策を考慮する。 
 

(4) 免税措置について 
本計画で調達する資機材に関する通関及び関税の免税を受けるためには、事前に請負

業者から R&D経由で財務省（Ministry of Finance）に連絡することが必要である。これに
より、関税、内国税が免税となるが、これは事前還付方式ではなく、「ミ」国実施機関に

よる税負担が発生しない完全免税方式となることが確認された。 
 

(5) 輸送について 
通常、「ミ」国ポンペイ州への海上輸送資機材については、唯一の国際港であるポンペ

イ港から荷揚げ、同港にて通関手続きを行う。同港の輸送会社エージェントは 3社あり、
Caroline Fishing Company、PT&S、Federated Shipping Companyである。日本国からの調達
機材の輸送には、長期間の海上輸送、港の荷揚げ、本計画地までの内陸輸送並びに保管

に充分耐え得る梱包方法を採用する。 
 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本環境プログラム無償資金協力の実施において、我が国と「ミ」国側の詳細な施工負担区分

は、表 3.2.4-1に示すとおりである。 
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表3.2.4-1 日本側と「ミ」国側の施工区分 

No. 項目 日本 「ミ」国 備考 
1 機材据付予定地の確保  ●  
2 機材据付予定地の整地工事・障害物撤去移設工事  ● N/A 
3 塀・門扉の設置工事  ● N/A 
4 駐車場工事  ● N/A 

道路工事    
(1) サイト内 ●   

5 

(2) サイト外（アクセス道路）  ●  
6 施設建設工事並びに機材据付 

●  
施設建設工事に伴う仮設

工事含む 
7 電気工事及び給・排水衛生工事    
 (1) 電気工事    

 a) 電気引き込み工事  ● 電力量積算計器までの引

き込み（1次側） 
 b) 建屋内配電工事（照明設備、コンセント等） ●  （2次側） 
 c) 受電盤設置 ●   
 (2) 給水工事    
 a) 市水（水道）工事  ● 計画地点までの引き込み 
 b) 建屋内配管工事・受水槽設置工事 ●   
 (3) 排水工事    
 a) 下水本管工事（汚水・雨水）  ●  
 b) 建屋内配管・ピット工事 ●   
 (4) ガス供給工事    
 a) ガス本管工事（サイトまで）  ● N/A 
 b) 建屋内配管・ピット工事 ●   
 (5) 電話・通信工事    
 a) 幹線工事（サイトまで）  ● N/A 
 b) 建屋内配線・ピット工事 ●   
 (6) 家具（机・椅子）その他備品の調達・設置    
 a) 一般家具  ● N/A 
 b) プロジェクト用機器 ●   
8 B/Aに基づく銀行口座の開設手数料  ●  
9 輸送・通関手続き及び諸税の取扱い    

 
(1) 調達機材に関係する製品の非援助国（「ミ」国）
までの海上輸送（空輸）の責任 ●  

 

 (2) 「ミ」国積み下し港における税負担と通関手続き  ●  

 (3) 「ミ」国積み下ろし港から、国内のサイトまでの
調達機材等の輸送 

● ●  

 (4) 建設資機材調達に係る「ミ」国内付加価値税の免
税措置/税負担 

 ●  

10 施設及び調達機材の運営維持管理に関するOJT ●  「ミ」国側はOJTを受講す
る要員を選任する 

11 施設及び調達機材の運営維持管理  ●  
12 無償援助に含まれないその他の費用  ● N/A 
注記: B/A: Banking Arrangement  
●：当該項目の責任分担を示す。 
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3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、コンサルタントは概略設計の趣

旨を踏まえ、実施設計業務・施工監理業務について一貫したプロジェクトチームを編成し、円

滑な業務実施を図る。コンサルタントは施工監理段階において、本計画対象サイトに最低限 1

人の技術者を常駐させ、工程管理、品質管理、出来形管理及び安全管理を実施する。更に、必

要に応じて、国内で製作される資機材の工場検査及び出荷前検査に国内の専門家が立会い、資

機材の現地搬入後のトラブル発生を未然に防ぐように監理を行う。 

 

(1) 施工監理の基本方針 
コンサルタントは、本工事が所定の工期内に完成するよう工事の進捗を監理し、契約

書に示された品質、出来形及び資機材の納期を確保すると共に、現場での工事が安全に

実施されるように、請負業者を監理・指導することを基本方針とする。 
以下に主要な施工監理上の留意点を示す。 
 

(2) 工程管理 
請負業者が契約書に示された納期を守るために、契約時に計画した実施工程、及びそ

の実際の進捗状況との比較を各月または各週に行い、工程遅延が予測されるときは、請

負業者に対し注意を促すと共に、その対策案の提出と実施を求め、契約工期内に工事及

び資機材の納入が完了する様に指導を行う。計画工程と進捗状況の比較は主として以下

の項目による。 

① 工事出来形確認（資機材工場製作出来形及び土木工事現場出来形） 

② 資機材搬入実績確認（開閉設備、配電資機材及び土木工事資機材） 

③ 仮設工事及び建設機械準備状況の確認 

④ 技術者、技能工、労務者等の歩掛と実数の確認 

 

(3) 品質、出来形管理 
製作・納入・据付けられた資機材及び建設された施設が、契約図書で要求されている

資機材及び施設の品質、出来形を満足しているか否かを、下記項目に基づき監理を実施

する。品質、出来形の確保が危ぶまれるときは、コンサルタントは直ちに請負業者に訂

正、変更、修正を求める。 

① 資機材の製作図及び仕様書の照査 

② 資機材の工場検査立会いまたは工場検査結果の照査 

③ 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

④ 資機材の施工図、据付要領書の照査 

⑤ 資機材の試運転・調整・試験・検査要領書の照査 

⑥ 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・試験・検査の立会い 

⑦ 機材据付施工図・製作図と現場出来形の照査 
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(4) 安全管理 
コンサルタントは請負業者の責任者と協議、協力し、建設期間中の現場での労働災害

及び、第三者に対する事故を未然に防止するための安全管理を行う。請負業者が実施す

る現場での安全管理に関する留意点は以下のとおりである。 

① 安全管理規定の制定と管理者の選任 

② 建設機械類の定期点検の実施による災害の防止 

③ 工事用車両、建設機械等の運行ルートの策定と徐行運転の徹底 

④ 労務者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

 

(5) 施工監督者 
請負業者は太陽光発電モジュールの架台建設工事、並びに太陽光発電関連資機材を調

達・据付すると共に、配電・通信用ケーブルの据付工事を実施する。同左工事を実施す

るために、請負業者は「ミ」国現地業者を下請契約により雇用することになる。従って、

請負契約に定められた工事工程、品質、出来形の確保及び安全対策について、請負業者

は下請業者にもその内容を徹底させる必要があるため、請負業者は海外での類似業務の

経験を持つ技術者を現地に派遣し、現地業者の指導・助言を行うものとする。 
 

3-2-4-5 品質管理計画 

コンサルタントの施工監理要員は、本計画で調達される資機材の品質並びにそれらの施工／

据付出来形が、契約図書（技術仕様書、実施設計図等）に示された品質・出来形に、請負業者

によって確保されているかどうかを、下記の項目に基づき監理・照査を実施する。品質／出来

形の確保が危ぶまれる時は、請負業者に訂正、変更、修正を求める。 

① 資機材の製作図及び仕様書の照査 

② 資機材の工場検査立会いまたは工場検査結果報告書の照査 

③ 梱包・輸送及び現地仮置き方法の照査 

④ 資機材の施工図及び据付要領書の照査 

⑤ 資機材に係る工場及び現場における試運転・調整・検査要領書の照査 

⑥ 資機材の現場据付工事の監理と試運転・調整・検査の立会い 

⑦ 施設施工図と現場出来形の照査 

⑧ 竣工図の照査 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

本計画で調達・据付けられる PVモジュール及びパワーコンディショナーは、「ミ」国では製

作していない。EUの支援によりコスラエ州の州政府建物等へ導入された連系 PVシステムでは、

ドイツの Scheuten Glass社製 PVモジュールが採用されている。しかしながら、現地にはこれら

太陽光発電メーカーの支店及び代理店は存在せず、事故・修理等の対応や、予備品調達等の必

要なアフターサービス体制は整えられていない。従って本計画の太陽光発電資機材の調達先の

選定に当たっては、これ等の現地事情を考慮し、「ミ」国技術者による当該設備の運転・維持管

理の容易性、予備品調達や故障時対応等のアフターサービス体制の有無に配慮して決定する必
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要がある。 

なお、PUC所管のディーゼル発電所には、我が国の無償資金協力により 1994年に導入された

ディーゼル発電設備（2.5MW×4 台：エンジンはダイハツ製、発電機は西芝製）の他、愛知電

機製の変圧器も導入されている。現地には、これら日本メーカーの支店、代理店などは存在し

ないものの、故障が発生した場合のスペアパーツ調達において、日本メーカーの対応の良さは

定評となっている。このため本計画にかかる主要調達機材については、製品品質の高さ、アフ

ターサービスの充実度などから、「ミ」国側は日本製機材の調達を希望している。また、日本の

太陽光発電メーカーは、製品品質及び信頼性の点で他国よりも優位であることを認識しており、

我が国の無償資金協力案件である本計画の太陽光発電資機材についても、日本製とすることを

望んでいる。 

上記から、本計画で使用する資機材の調達先は下記のとおりとする。 
 

(1) 現地調達資機材 
セメント、砂、コンクリート用骨材、鉄筋、木材、ガソリン、ディーゼル油、工事用

車両、クレーン、トレーラー、その他仮設用資機材を含む工事用資機材 
 

(2) 想定される日本国調達資機材 
太陽光発電モジュール、パワーコンディショナー、連系用変圧器他 
 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

工事完了前に、本計画で調達された機材の初期操作指導並びに運転維持管理方法に関する指

導を実施する。同指導は、製造業者もしくは工事業者の指導員が運転維持管理マニュアルにし

たがって、現場の OJTで行うことを基本とする。 

本指導計画を円滑に進めるために、実施機関である PUCは、日本のコンサルタント及び請負

業者と密接な連絡及び協議を行い、OJT に参加する専任技術者を任命する必要がある。選任さ

れた技術者は、計画に参加できなかった他の職員に対して、技術を水平展開し、PUCの維持管

理能力の向上に協力する必要がある。 
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3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

(1) 背景 
「ミ」国における電力需給状況は各州によって異なるが、基本的に 24時間給電とし運
営している。電力供給については、ほぼ全てをディーゼル発電に依存しているため、ま

た発電燃料の主となる原油の価格高騰もあり、一次エネルギーへの依存からの脱却は大

きな課題となっている。そのため、連邦政府としての公式エネルギー政策「国家気候行

動計画（1997年）」では、再生可能エネルギー（太陽光発電）を積極的に導入する方針が
明確に示されており、本計画に積極的に協力している。 
本計画の対象サイトは連邦政府複合施設とミクロネシア短期大学であり、主管官庁は

連邦政府の資源・開発省（Department of Resources and Development: R&D）のエネルギー
局（Energy Office）、実施機関は、ポンペイ州の電力事業を担っているポンペイ州公共公
社（Pohnpei Utilities Corporation: PUC）が担当する。PUCは、ポンペイ州における電力事
業を一手に担っており、ポンペイ州政府より選出された役員 5名の下、管理部・経理部・
上下水道部・送配電部･発電部の 5部署から成り、総勢は 2009年 7月時点で 136名である。
また、PUCは民営化、株式会社化されておらず、1991年に制定された「州法 2L-179-91」
に従い、100%ポンペイ州政府により所有されているが、PUCは準政府機関として政府か
ら独立した経営を行っている。 
連系 PVシステムの導入事例に関しては、本計画の対象地域であるポンペイ州には導入
されたことがなく、本計画が初めての導入となる。そのため、連系 PVシステムの技術習
得環境が整っておらず、適正な技術を政策担当省庁や本計画対象サイトを管轄する電気

事業者が日常の業務を通じて習得することも困難と判断できる。また、連系 PVシステム
は既存の電力系統に連系するため、現地の電力公社の協力なくしては成り立たず、更に

将来的な普及を考慮した場合でも現地の電力公社へ技術移転することが望ましいと判断

できる。これらのことから、連系 PVシステムに関する維持管理技術及びその方法を定着
させることは若干時間がかかるものと考えられるが、実施機関となる PUCへ導入設備の
運営維持管理に関する適切な技術移転を、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備

の維持管理に係る応用レベルまでの広く浅い範囲について、また定着度を確認しながら

数回に別け適正に実施することは、本計画にて導入する連系 PVシステムを持続的に円滑
に維持管理する上では必要不可欠と考えられる。 

 

(2) 目標 
本計画対象機材の運営維持管理について、実施機関である PUCが設備を所有した形態
において、維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できるこ

とを目標とする。 
 

(3) 想定される維持管理体制（案） 
「ミ」国においては、既に「独立型 PVシステム」および「連系 PVシステム」が導入され

ている。本調査対象は「連系 PVシステム」であり、EUの支援により導入された同システム

が、本計画対象設備の運営維持管理の技術支援を検討する上で非常に参考となる。以上によ

り、3-2-2の基本計画でまとめた内容を参考に、本計画にて導入する連系 PVシステムに適し
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た維持管理体制構築のための提言を行う。 

EUの維持管理体制を参考としつつ、本計画において独自の維持管理体制を構築することが

適切と判断する。具体的には、図 3.2.4-2に示すとおり、両サイトの土地所有者であるミクロ

ネシア連邦政府、COM-FSM、設備所有者である電力公社（PUC）が参加する体制が望ましい

と判断する。メンテナンスについては、PUCが通常の電力設備と同じ位置付けで維持管理を

担当する。また、土地所有者と PUC間では、連系 PVシステムからの発電電力量を取り扱う

電気料金等を設定し、MOU を締結することが望ましい。ソフトコンポーネントでは、その

MOUを参考に最適な維持管理体制および土地所有者と PUC間の電気料金等の見直しを図り、

提言を行っていく予定である。 

また、ミクロネシア短期大学に関しては系統連系 PVシステム導入に伴い、研究者や学
生に対する地球温暖化対策の意識向上に関しデモンストレーション効果が期待できるた

め、希望があれば研究者を対象に含めることも配慮する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2.4-2 本計画における維持管理体制（案） 

 

電力公社 
(PUC) 

＜土地所有者＞ 

＜設備所有者＞ 

土地賃借料等を勘案し 
電気料金を決定。 
ソフコンにて提案する

予定。 

出所：調査団にて作成 

 

MOU 

Signal Signal 

Remote Monitoring System 

Via Local connection 

PV System 

Signal 

毎日の巡視 等 
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・事故対応 
・リプレイス対応 
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(4) 現状の問題点とその改善案 

表3.2.4-2 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 技術支援の可能性 

・連系 PVシステムに関する維持管
理体制が明確化されていない。 

 
・連系 PVシステムに関する技術知
識が未熟である。 

 
・連系 PV システムに関する維持
管理概念及びその方法について

の知識が未熟である。 
 
 
 
 
・連系 PV システムに関するトラ
ブルシューティング対応が未熟

である。 
 
 
 

・PUC が主体となり、PUC 内に維持管理体制
が確立される。 

 
・連系型 PV システムに関し、系統への導入時
における技術検討課題も含んだ技術トレーニ

ングを実施する 

・連系 PVシステムの維持管理マニュアルが整
備される。 

 
・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリ

ングに関するトレーニングを実施する。 
 
 
・維持管理マニュアルにはトラブルシューテ

ィングも含め策定する。 
 
・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維

持管理が適切に行なわれるようにする。 
 

・最適な維持管理体制の提言を行い、関

係者と協議・検討を行う。 
 
・適正な PV システムに関する技術トレ
ーニングを実施する。 

 
・マニュアルの作成及び実施指導を支援

する。 
 
・適正なモニタリングに関する技術トレ

ーニングを実施する。 
 
 
・マニュアルの作成及び実施指導を支援

する。 
 
 
・同 上 
 

・連系 PVシステムに適応する電気
料金が未定である。 

・最適な電気料金が設定される。 ・最適な電気料金の提言を行い、関係者

と協議・検討を行う。 
出所：調査団にて作成 

 

(5) 成果 
1) 本計画で整備される連系 PV システムの維持管理マニュアルがトラブルシューティング

を含んで作成される。 

2) 本計画で整備される連系 PV システムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持続

的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 
 

(6) 実施内容 
連系 PVシステムについて、本計画の対象地域であるポンペイ州では初めての導入とな
ることから、実施機関である PUCには連系 PVシステムに関する運営維持管理のノウハ
ウはほぼ無いといえる。そのため、太陽光発電の基礎レベルから太陽光発電設備の維持

管理に係る応用レベルまでの広く浅い範囲についてトレーニングを実施する。具体的な

内容は表 3.2.4-3に示すとおりであり、カテゴリー1～4に大別できる。実施工程は、1回
で 1つのカテゴリーを実施し、全 4回とする。 
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表3.2.4-3 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 

1. O&M 体制の構築 
1.1 O&M実施者の責任内容の明確化 
1.2 最適な電気料金の提言 
1.3 「パ」国側と相互協力にて O&Mマニュアルの作成 

2. 技術トレーニング 

2.1 PVシステムの原理と基礎知識 
2.2 連系 PVシステムの特徴 
2.3 連系 PVシステ導入時の検討課題 
2.4 据付 
2.5 点検 
2.6 運転 
2.7 メンテナンス 
2.8 トラブルシューティング 

3. Institutional Training 
3.1 電気料金徴収方法 
3.2 O&Mマニュアルの適正化 
3.3 O&M体制の評価 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 
4.2 定期点検 
4.3 評価項目 
4.4 モリタリング結果報告 

出所：調査団にて作成 

 

(7) 実施工程 
実施工程は図 3.2.4-3のとおりで表 3.2.4-3に示すカテゴリー毎に実施していく。また、
それぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 
カテゴリー1： 維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管

理体制を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起で

きることから、設備据付以前に実施する。 

カテゴリー2： 据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃

に実施する。 

カテゴリー3： 設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行う

ため、設備運開前に実施する。 

カテゴリー4： 「ミ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き

実施するため、据付完了後約４ヶ月を目途に実施する。 
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図3.2.4-3 ソフトコンポーネント実施工程 

 

3-2-4-9 実施工程 

我が国の環境プログラム無償資金協力のスキームに基づき、以下のとおりの事業実施工程と

した。 

  
月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

入
札
業
務 

  
 
 

             

機
材
調
達
・
据
付
け 

               

国内作業 
現地作業 

図3.2.4-4 本計画の事業実施工程表 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画を実施するに当たり、3-2-4-3項「施工区分／調達・据付区分」に示す「ミ」国側施工

範囲の他、「ミ」国側が実施・負担する事項は以下のとおりである。 

(1) 計画に必要な情報および資料の提供。 

(2) 「ミ」国荷下ろし港での本計画に係る製品の免税処置、通関、及び迅速な荷下ろし措置

の確保。 

(3) 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して、日本人が「ミ」国に滞在

または入国する許可。 

（機材製作図作成・承認取得） 
（工場製作） 

（輸送） 

（試運転・調整） （計 14.0ヶ月） 

（調達代理機関契約） 

（公示、入札図書配布、入札、評価） 
（承認手続き） （計 4.0ヶ月） 

（機材据付工事） 

（PVモジュール架台建設、配線工事） 

暦年

カレンダー月 11

2010年 2011年

47 12107 95 6

機 器 製 作

26 3

工程

818 11 12109

ソフトコンポーネント委員会設置

オリエンテーション

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・通関・陸上輸送

ＰＵＣ

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人
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(4) 認証済み契約に基づき提供される製品やサービスに関連して通常「ミ」国で課税される

税金、関税等に対する日本人の免税処置。 

(5) 本計画の実施に伴う銀行口座開設に係る日本の銀行への手数料支払い。 

(6) 本計画の実施に際し、日本の環境プログラム無償資金協力で負担されない事項の全ての

負担。 

(7) 本計画の現場での資機材検査への立会と、運転・維持管理技術移転のための技術者およ

び技能工のカウンターパートとしての任命。 

(8) 資機材の据付工事中に必要な停電計画の立案と諸手続きの実施。 

(9) 日本の無償資金協力で調達される資機材の適正かつ効果的な使用と維持。 

(10) 工事期間中の掘削土、汚水、廃油及び回収した資機材の廃棄場所の確保。 

(11) 日本側にて調達・据付を行う太陽光発電設備の出力となる中圧配電ケーブル（もしくは

低圧配電ケーブル）と、既存配電線（もしくは配電盤）との最終接続作業の実施。ただ

し、同低圧ケーブルの端末処理作業、並びに接続のために必要となる材料（ターミナル

ラグ、ボルト等）については、日本側にて調達を行う。 

(12) 地域住民への安全指導・教育。 
 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 日常点検と定期点検項目 
本計画で調達・据付けされる太陽光発電設備は、「ミ」国の将来的な再生可能エネルギーを利

用した発電設備の普及促進の一環として、PUCにより適切、かつ長期的な維持管理体制を整え

る必要がある。表 3.4.1-1と表 3.4.1-2に、標準的な太陽光発電設備の主要機材の日常点検及び定

期点検項目を示す。ただし、同点検項目は、現地の維持管理体制を勘案し、ソフトコンポーネ

ントによる運営維持管理支援を通じて更新されるものである。 

表3.4.1-1 標準的な設備機器の日常点検項目 

点検対象 点検項目 結果 
表面の汚れ、破損  
架台の腐食、さび  太陽電池アレイ 
外部配線の損傷  
外箱の腐食、さび  

接続箱 
外部配線の損傷  
外箱の腐食、さび  
外部配線の損傷  
動作時の異音、異臭  
換気口フィルタの目詰まり  

パワーコンディショナー 

設置環境（湿度、温度など）  
接地 配線の損傷  
発電状況 正常に発電しているか、支持計器または表示による確認  
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表3.4.1-2 標準的な設備機器の定期点検項目 

点検対象 点検項目 結果 測定試験と結果 
表面の汚れ、破損  
架台の腐食、さび  

絶縁抵抗  ㏁ 

外部配線の損傷  
太陽電池アレイ 

接地線の損傷、接地端子の緩み  
開放電圧  V 

外箱の腐食、さび  
外部配線の損傷  接続箱 
接地線の損傷、接地端子の緩み  

絶縁抵抗  ㏁ 

外箱の腐食、さび  
外部配線の損傷  

表示部の動作確認 

動作時の異音、異臭  
換気口フィルタの目詰まり  
設置環境（湿度、温度など）  

パワーコンディショナー 

接地線の損傷、接地端子の緩み  

絶縁抵抗  ㏁ 

接地 配線の損傷  接地抵抗  Ω 
 

3-4-2 予備品購入計画 
(1) 予備品の分類 

本計画で対象とする予備品は以下の用途に分類される。 

① 交換部品 ： 機材の部品の破損等により交換が必要となる修理用部品 

② 緊急予備品 ： 機材の事故等により配電システムの停止につながる、緊急時に

交換が必要となる機器 

 

(2) 予備品分類毎の選定条件 
1) 交換部品 
日常の運用において定期的な消耗・劣化はないが、部品破損の可能性が高い修理用の

部品とし、年間必要と予想される数の 100%とする。 
太陽光発電においては、太陽光発電モジュール 1 枚に不具合が発生した場合、故障し
たモジュールに直列に接続されたストリング全体で発電することができない状態となり、

試験・運転も不可能になるため、設計数量枚数の 3%を交換部品として調達する。 
 

2) 緊急予備品 
想定・予想しえない、何らかの事象により機器が損傷した場合、太陽光発電システム

に大きな障害を及ぼし、かつ、現場での早期修理が困難な機器であるパワーコンディシ

ョナーを緊急予備品として調達する。本計画では、必要最小限の機器を調達するとの観

点から、太陽電池に何らかの不具合が発生すると、発生電力が減少する。太陽光システ

ムは、表示装置による一般利用者への啓蒙普及効果が大きいため、イメージ低下、先方

の実施機関の維持管理能力に影響が想定され、この影響を軽減するため早期の処置が必

要となる。 
また、「ミ」国側が保有する既存の技術では、故障した機器の現場での早期復旧は困難であ

ることから、「ミ」国側は、故障した機器を取替え、システムの早期復旧を図る必要がある。しかし
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ながら、本計画で運営・維持管理を担当する実施機関は、交換用の当該機材を保有していない。

よって、取替え用の緊急予備品としてのパワーコンディショナーを調達する必要がある。 

3) 工事補給予備品 
太陽光発電においては、太陽光発電モジュール 1 枚に不慮の事故が発生した場合、故
障したモジュールに直列に接続されたストリング全体で発電することができない状況と

なり、試験・運転も不可能となる。これにより、工事全体工程への影響も危惧されるた

め、本計画では、工事を円滑に実施する目的として、設計数量枚数の 3％を乗じた数量を
調達数量とする。 
 

(3) 試験器具及び保守用道工具 
本計画にて調達・据付される太陽光発電設備を、適切に運営維持管理していくための、

必要最低限の試験器具及び保守用道工具を調達する。 

表3.4.2-1 本計画で調達する予備品及び保守用道工具 

数量 
機材名称 単位 連邦政府 

複合施設 
ミクロネシア 
短期大学 

1. 交換部品    
1.1 配電用遮断器 50A 個 2 2 
1.2 配電用遮断器 225A 個 1 1 
1.3 24時間タイマー 台 1 1 
1.4 AC/DCコンバータ 台 1 1 
1.5 太陽光発電モジュール 枚 3 20 
    
2. 緊急予備品    
2.1 パワーコンディショナー(30kW) 台 1  
2.2 パワーコンディショナー(100kW) 台  1 
    
3. 試験器具    
3.1 デジタルマルチメーター 台 1 1 
3.2 絶縁抵抗計 台 1 1 
3.3 検電器（低圧用） 台 1 1 
3.4 クランプメーター 台 1 1 
3.5 電源品質アナライザー 台 1  
    
4. 保守用道工具    
4.1 ドライバー（プラス） 本 2 2 
4.2 ドライバー（マイナス） 本 2 2 
4.3 ニッパー（ばね付き、携帯型） 本 2 2 
4.4 ペンチ（JIS4623準拠、携帯型） 本 2 2 
4.5 端子用圧着ペンチ 本 2 2 
4.6 ハンマー 本 1 1 
4.7 カードテスタ 個 1 1 
4.8 ソケットレンチ(9～14,17,19,21) 式 1 1 
4.9 通線工具 個 1 1 
4.10 補修塗装 缶 2 2 
4.11  錆止め材（ｼﾞﾝｸ） 缶 2 2 



 

3-66 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費（施工・調達業者契約認証まで非公表） 
 

(1) 相手国側負担経費    6,300 US$（約 0.63百万円） 
「ミ」国側の負担事項内容、及び金額は以下に示すとおりである。 

① 配電ケーブルの既存配電線への最終接続工事： 1,000 US$ （約 0.10百万円） 

② 銀行口座開設に係る日本の銀行への手数料支払い： 5,300 US$ （約 0.53百万円） 

 

(2) 積算条件 
① 積算時点： 平成 21年 7月 

② 為替交換レート： 1 US$＝96.59円（2009年 1月から 2009年 6月までの TTS平均値） 

③ 施工・調達期間： 詳細設計並びに機材調達・据付の期間は施工工程に示したとおりで

ある。 

④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力スキームに従い実施される。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 
本計画により調達される機材は、基本的にメンテナンスフリーであるが、前述（3-4-2参照）

のとおり、資機材の劣化状況に合わせて交換する交換部品を常備する必要がある。また、定期

点検並びに異常、故障など発生した場合の対応に PUCの技術者を派遣する必要があり、人件費

負担が発生する。そのため「ミ」国側は必要に応じて以下の運営・維持管理費（年間）を予算

化し、当該機材の運営・維持管理に支障が生じない様に留意する必要がある。 

① 人件費 約 4,000 US$ （約 0.4百万円） 

② 定期点検/故障時対応の車輌燃料費 約 200 US$（約 0.02百万円） 

  合 計 約 4,200 US$（約 0.42百万円） 

なお、上記金額は 2008年における PUCの配電設備に係る運営・維持管理費用（約 355千 US$/

年）の約 1.2%に過ぎないため、本計画における維持管理費用の確保に特段の問題はないと判断

される。 



 

3-67 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

協力対象事業の円滑な実施に直接的な影響を与えると考えられる留意事項としては、下記が

想定される。 

(1) 「ミ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な

現場巡視点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全

を励行する必要がある。 

(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJTに参加する技術者の任命を速やかに
行い、同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水平

展開を図る必要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電

モジュールとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する

投資費用を回収できる電気料金体系を設定する必要がある。 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本計画の実施により期待される効果は以下のとおりである。 

 

(1) 直接効果 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

「ミ」国政府は、エネルギー・
電力セクターにおいてディー
ゼル燃料に依存した供給体制
からの脱却を緊急の課題とし
ており、気候変動問題、不安
定な原油価格や輸送費への懸
念もあり、太陽光発電を始め
とする、再生可能クリーンエ
ネルギーの開発を重点項目と
位置付けている。しかしなが
ら、「ミ」国の電力供給を担う
ポンペイ州公共公社（PUC）
の再生可能エネルギーに関す
る運転維持管理能力は十分で
はない。 

 

連邦政府複合施設とミクロネシ
ア短期大学を本計画対象サイト
として、既存配電線に系統連系
する連系 PV システムを調達・据
付する。 

また、ソフトコンポーネントに
より、連系 PV システムの運営維
持管理を担当するポンペイ州公
共公社（PUC）の維持管理能力
向上を図る。 

(1) ディーゼル燃料消費量の削減

本計画にて調達・据付される連系
PVシステムの発電電力量により、
既存のディーゼル発電設備の運
転容量が削減され、年間約 37ｋℓ
のディーゼル燃料消費量が削減
される。 

(2) CO2排出量の削減 

上記のディーゼルの発電設備の
運転容量削減に伴い、CO2 排出量
が年間約 98 トン削減される。 

(3) 維持管理能力向上 

本計画対象設備を既存配電系統
に連系し、安全かつ安定した運転
を行うための維持管理能力が向
上される。 

 

(2) 間接効果 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

「ミ」国では、欧州連合（EU：
European Union）の「Support to 
the Energy Sector in Five ACP 
Pacific Islands」プロジェクト
により、コスラエ州において
空港、政府庁舎等に設置した
連系 PV システムが運転され
ている。 

連邦政府複合施設とミクロネシ
ア短期大学を本計画対象サイト
として、既存配電線に系統連系
する連系 PV システムを調達・据
付する。 

連邦政府複合施設に連系 PV シス
テムを設置することで、大統領、
連邦政府職員、州政府職員のみな
らず、一般市民に至るまで PV シ
ステム並びに再生可能エネルギ
ー導入に関する裨益効果、理解を
深めることが期待される。他方、
ミクロネシア短期大学では、研究
者、学生の集まる国内最大級の図
書館前の駐車場スペースを活用
して、連系 PV システムを導入す
ることが可能であり、将来の PV
システム導入を担う研究者、学生
へのデモンストレーション施設
としての効果が期待できる。 

本計画の実施により、連系 PV シ
ステムの利用可能性について国
民各層に普及啓発し、今後の更な
る普及拡大を図ることが可能で
ある。 
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4-2 課題・提言 

4-2-1 相手国側の取り組むべき課題・提言 

本計画の効果が発現・持続するために、「ミ」国側が取り組むべき課題は以下のとおりである。 

(1) 「ミ」国側は、連系 PV システムの安定した運転を継続するため、日常並びに定期的な

現場巡視点検を実施し、太陽光発電モジュールの現場警備体制を確保する等の予防保全

を励行する必要がある。 

(2) 本計画で実施するソフトコンポーネント並びに OJT に参加する技術者の任命を速やか

に行い、同左研修に参加させると共に、研修に参加しなかった他の技術者への技術の水

平展開を図る必要がある。 

(3) 本計画で日本側が調達・据付を行う連系 PV システム資機材に関して、特に太陽光発電

モジュールとパワーコンディショナーの期待寿命後の更新を想定し、将来的に発生する

投資費用を回収できる電気料金体系を設定する必要がある。 

 

4-2-2 技術協力・他ドナーとの連携 

本計画と類似の連系 PV システム導入に関わる案件として、EU による支援「Support to the 

Energy Sector in five ACP Pacific Islands (Rep-5)」にて、コスラエ州において空港、政府庁舎等に

設置した連系 PV システムが運転されている。同案件では、連系 PV システムの運営維持管理の

ための技術支援（キャパシティ・ビルディング）として、机上研修・実習を行っており、本計

画におけるソフトコンポーネント実施に当り参考とすることができる。なお、本計画実施の前

提条件となるような技術協力はない。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

以下の点から、環境プログラム無償資金協力による協力対象事業の実施は妥当であると判断

される。 

 

(1) 裨益人口 

本計画の実施により、ポンペイ州電力系統により供給される、ポンペイ島の住民合計約 3.5

万人（2000 年推計）に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能となる。 

 

(2) 気候変動問題への対処 

本計画の実施により、ディーゼル発電設備の運転による温室効果ガス排出量を削減し、気

候変動対策の緩和策支援としてクリーンエネルギーの普及促進を図ることが可能となり、環

境プログラム無償資金協力としての目的に合致するものである。 

 

(3) 維持管理能力 

本計画の資機材引渡し後に運営・維持管理を担当するポンペイ州公共公社（PUC）の技術

者は、既存のディーゼル発電・配電設備の基礎的な運営維持管理能力を保有している。更に、

本計画にて調達・据付される連系 PV システムの運営維持管理支援として、ソフトコンポー
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ネントにより本計画対象設備の適切な運営維持管理技術を移転することから、PUC により将

来に亘り適切な要員・予算が配分されれば、本計画対象設備の運営維持管理能力を確保する

ことができると考えられる。 

 

(4) 中長期計画への寄与 

「ミ」国連邦政府としての公式のエネルギー政策としては、「国家気候行動計画（1997 年）」

にて、再生可能エネルギー（太陽光発電）を積極的に導入する方針が明確に示されている。

また、再生可能エネルギー政策としては、2005 年に策定された「戦略開発計画（SDP：Strategic 

Development Plan）」にて、2020 年を目標年度として、都市部の電力供給の 10%、地方部の電

力供給の 50%を再生可能エネルギーにより供給する計画を示している。本計画の実施は、こ

れら中長期計画の実現に寄与するものと考えられる。 

 

(5) プロジェクトの収益性 

一般的に太陽光発電プロジェクトは、発電設備運用のための燃料費が不要となるが、発電

電力量当りの初期投資額が大きく、収益性は低い。本プロジェクトの完工後、類似の太陽光

発電事業の収益性を確保するためには、太陽光発電設備の維持管理業務の効率化、並びに政

府による再生可能エネルギー導入促進のための政策・制度の構築が必要と考えられる。 

 

(6) 事業実施スキーム 

本計画においては、我が国の環境プログラム無償資金協力スキームの枠内で無理のない事

業内容と実施計画が策定されており、特段の困難なく実施可能である。 

 

4-4 結論 

本計画は前述したとおり、クリーンエネルギーである太陽光発電の普及促進を図り、気候変

動対策の緩和策の一環として、多大な効果が期待されることから、協力対象事業に対して我が

国の環境プログラム無償資金協力を実施することは妥当であると考えられる。また、本計画の

運営維持管理についても、「ミ」国側は人員・資金面で十分な体制を有しており、本計画の実施

にあたり特段の問題は認められない。4-2-1 項で述べた課題が達成されれば､本計画はより円滑

かつ効果的に実施されるものと考えられる。 
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１．調査団員・氏名 

（１） 第一次現地調査 

 

氏 名 担当業務 現 職 

武下 悌冶 総 括 
独立行政法人 国際協力機構 
青年海外協力隊事務局 
審議役 

村山 博司 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 実施監理第一課 
調査役 

辻本 令 調達監理計画 クラウン エイジェンツ 
首席代表 

小川 忠之 業務主任 / 太陽光発電システム / 
環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

土居 史和 系統連系太陽光発電システム 3 
関連制度・基準 3 四国電力株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

山口 昌彦 機材／設備計画 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

車田 輝雄 建築設計 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

鶴岡 葉介 建築設計 2 / 業務調整 八千代エンジニヤリング株式会社 
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（２） 第二次現地調査 

 

 

 

（3） 第三次現地調査 

 

 

氏 名 担当業務 現 職 

浜田 眞一 総 括 独立行政法人 国際協力機構 
ミクロネシア支所長 

安元 孝史 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 実施監理第三課 
調査役 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
／環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

元木 要 副業務主任／太陽光発電システム

2／環境社会配慮 2 ICONS 国際協力株式会社 

土居 史和 系統連系太陽光発電システム 3 
関連制度・基準 3 四国電力株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

氏 名 担当業務 現 職 

小林 広幸 総 括 

独立行政法人 国際協力機構 
産業開発部 資源・エネルギーグル

ープ 資源・省エネルギー課 
課長 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
／環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 
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２．調査行程 

（１）第一次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 7月12日 日  

• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 
• 移動 [東京 (10:30) → グアム (15:00) CO962] 

移動  [グアム  (18:50) →  コロール  (19:50) 
CO953] (土居団員) 

機中泊

2 7月13日 月  

• 移動  [コロール  (01:45) →  グアム  (04:40) 
CO954] 

• 移動  [グアム  (08:20) →  ポンペイ  (12:58) 
CO956] 

• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 

ポンペイ

3 7月14日 火  

• 資源・開発省（R&D）、ポンペイ公共公社(PUC) 
等表敬訪問、本調査行程・内容の説明 

• 連邦政府複合施設、ミクロネシア短期大学の 
サイト調査 

ポンペイ

4 7月15日 水  
• PUCとの技術協議 
• プロジェクトサイト調査 

ポンペイ

5 7月16日 木  
• PUC発電所並びに配電線の運用状況調査 
• R&D、PUCとの技術協議 

ポンペイ

6 7月17日 金  

• プロジェクトサイト調査 
• R&D、PUCとの技術協議 
• ミクロネシア短期大学関係者、環境保護局

（EPA）との面談・協議  

ポンペイ

7 7月18日 土  
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

8 7月19日 日 
ポンペイ着 • 報告書作成、収集資料整理 

• 市場調査 
ポンペイ

9 7月20日 月 

• 外務省表敬訪問、本調査行程・内容の

説明 
• R&D、PUC表敬訪問、本調査行程・内

容の説明 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
 

ポンペイ

10 7月21日 火 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 
• PUCとの面談・協議 
• プロジェクトサイト視察 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
 

ポンペイ

11 7月22日 水 • M/D案の説明・協議 • 同上 ポンペイ

12 7月23日 木 
• M/D案の説明・協議 
 

• 移動  [ポンペイ  (15:00) → グアム  (17:20) 
CO957] 

• 移動 [グアム (11:50) → 東京 (14:45) CO961] 
(鶴岡団員) 

ポンペイ

13 7月24日 金 

• M/D署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館へ調査結

果内容の報告 
 

• フィールドレポート署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館へ調査結果内容の

報告 
ポンペイ

14 7月25日 土 日本へ帰国 
• 移動  [ポンペイ  (15:00) → グアム  (17:20) 

CO957] 
グアム

15 7月26日 日  • 移動 [グアム (11:50) → 東京 (14:45) CO961]  
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（２）第二次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 12月5日 土  
• 移動 [マジュロ (10:55) → ポンペイ (14:20) 

CO957] 
ポンペイ

2 12月6日 日 

• 移動 [東京 (11:05) → グアム (15:35) 
CO962] 

• 移動 [グアム (19:40) → ポンペイ

(00:35)  CO958] 

• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

3 12月7日 月 

• 外務省表敬 
• JICAミクロネシア支所表敬、調査計画等説明・報告 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 
• 資源・開発省（R&D）表敬訪問、本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

4 12月8日 火 
• 資源・開発省（R&D）にてミニッツ協議 
• ポンペイ州公共公社(PUC)にて本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

5 12月9日 水 
• R&D、PUCにてミニッツ協議 
• PUCとの技術協議 

ポンペイ

6 12月10日 木 
• R&D、PUCにてミニッツ協議、報告書説明 
• サイト最新状況調査 

ポンペイ

7 12月11日 金 

• ミニッツ署名 
• R&D、PUCとの技術協議、報告書説明 
• プロジェクトサイト調査 
• 在ミクロネシア日本国大使館、JICA支所報告 

ポンペイ

8 12月12日 土 
• 移動 [ポンペイ  (15:00) → グアム

(17:20) CO957] 

• 移動  [ポンペイ  (15:00) →  グアム  (17:20) 
CO957] 

• 移動  [グアム  (19:55) →  コロール  (22:25) 
CO953] 

ポンペイ

9 12月13日 日 
• 移 動  [ グ ア ム  (07:20) →  東 京

(09:55)  CO961] 
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（3）第三次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 2月9日 火  • 移動 [東京 (11:05) → グアム (15:35) CO962] グアム

2 2月10日 水  

• 移動  [グアム  (08:20) →  ポンペイ  (12:58) 
CO956] 

• JICAミクロネシア支所表敬 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 

ポンペイ

3 2月11日 木  
• プロジェクトサイ最新状況調査 
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

4 2月12日 金  
• プロジェクトサイト最新状況調査 
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

5 2月13日 土  • 報告書作成、収集資料整理 ポンペイ

6 2月14日 日 • 移動 [グアム→ ポンペイ(+1)] • 報告書作成、収集資料整理 ポンペイ

7 2月15日 月 
• 外務省表敬 
• 資源・開発省（R&D）表敬訪問、本調査行程・内容の説明 
• ポンペイ州公共公社(PUC)にて本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

8 2月16日 火 
• 資源・開発省（R&D）にてミニッツ協議 
• プロジェクトサイト最新情報調査 

ポンペイ

9 2月17日 水 • R&D、PUCとの技術協議、ミニッツ協議 ポンペイ

10 2月18日 木 
• ミニッツ署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館、JICA支所報告 
• 移動 [ポンペイ (15:00) → グアム (17:20) CO957] 

グアム

11 2月19日 金 • 移動 [グアム (07:20) → 東京 (09:55)  CO961]  
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関係者（面会者）リスト 

 所属及び氏名 職位 

資源・開発省 
Department of Resources and Development 
 

Mr. Marion Henry Acting Secretary 
Mr. Hubert K.Yamada Assistant Secretary 
Mr. Peter JM Konings Renewable Energy Advisor 
Mr. Shinji Koga JICA Senior Volunteer 

 
外務省 
Department of Foreign Affairs 
 

Mr. Lorin S. Robert Secretary 
Ms. Jane Chigiyal Deputy Secretary 
Mr. Kandhi A. Elieisar Assistant Secretary 
Mr. Brendy H. Carl Deputy Assistant Secretary 

 
財務省 
Department of Finance 
 

Mr. Joan Nuss Assistant Secretary 
Ms. Maggi Samo Customs and Tax Administration Officer 

 
運輸・通信・インフラストラクチャー省 
Department of Transport, Communication and Infrastructure 
 

Mr. Phillip Joseph Assistant Secretary 
Mr. Henry Tionqco Engineer 
Mr. Benster Sepastian Electric Engineer 
Mr. Wilmer Kilmete Architect 
Mr. Daniel Rebehem  

 
環境・危機管理室 
Office of Environment and Emergency Management (OEEM) 
  

Mr. Antholino Neth  FSM Public Assistant 
Mr. Joe Konno  

 
ポンペイ州環境保護局 
Pohnpei Environmental Protection Agency 
 

Mr. Donna Scheuring Environmental Consultant 
Mr. Charles Lohn Environmental Educator 
Mr. Nelson Henry, Jr. Pollution Control Supervisor 
Mr. Henry Susaia Environmental Specialist 
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ミクロネシア短期大学 
College of Micronesia National Campus (COM-FSM) 
 

Mr. Spensin James President 
Mr. Joseph Habuchmai Vice President 
Mr. Francisco W. Mendiola Director of Facilities and Security 
Mr. Alfred Olter Project Manager 

 
ポンペイ州公共公社 
Pohnpei Utilities Corporation (PUC) 
 

Mr. Feliciano M. Perman GM/CEO 
Mr. Esmond Moses Strategy Planning 
Ms. Carleen Solomon Assistant GM 
Mr. Nixon Anson Special Assistant GM 
Mr. John T,Martin Acting Assistant GM 
Mr. Dackson Solomon Assistant GM 

 
在ミクロネシア日本大使館 
 

佐藤 昭治 氏 特命全権大使 
寺澤 元一 氏 カウンセラー 
原田 真理子 氏 二等書記官 
武田 貴子 氏 専門調査員 

 
JICA ミクロネシア支所 
 

浜田 眞一 氏 支所長 
福島 庸介 氏 企画調査員 
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事業事前計画表（概略設計時） 

1. 案件名 

ミクロネシア連邦国 太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

ミクロネシア連邦国（以下「ミ」国と称す）では、1981 年から約 10 年間、米国エネルギー省から
の支援により、連邦政府としてのエネルギー開発計画を策定する部署が存在していたが、現在では、
連邦政府によるエネルギー政策は存在せず、各州レベルで電力公社もしくは公共公社が主体とな
り、エネルギー・電力計画、標準・仕様の策定、運営・維持管理体制の整備が行われている。島嶼
国の「ミ」国では、主要なエネルギー資源である石油は、全量シンガポールからの輸入に依存して
おり、電力供給はほぼ 100%ディーゼル発電により賄っている。このため、昨今の気候変動問題へ
の意識の高まり、原油価格高騰の影響を受け、発電供給力がディーゼル発電設備に偏重した現状を
見直し、発電資源の多様化が喫緊の課題となっている。かかる状況下、「ミ」国政府は太陽光発電
（PV）を代表とする、クリーンエネルギーの開発を重点項目と位置付け、2008 年 1 月に我が国が
ダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クールアース・パートナーシップ」への参加
を決定している。 

本計画対象地域であるポンペイ州においては、ポンペイ州公共公社（PUC：Pohnpei Utilities 
Corporation）がポンペイ州の電力事業を担っている。PUC は、民営化、株式会社化されておらず、
1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従い、100%ポンペイ州政府により所有されている。しか
しながら、連邦政府もしくは州政府は、PUC の指導・監督を行う立場にはなく、PUC は準政府機関
として政府から独立した経営を行っている。PUC はディーゼル発電所（Nanpohmal 発電所）と、水
力発電所（Nanpil 発電所）、更にはバージ発電所を所有しているが、現在は同ディーゼル発電所の
みが運転可能な状態であり、更に同発電所内の 7台のディーゼル発電設備のうち 2台が故障してお
り、停電が頻発する不安定な電力供給を余儀なくされている。 

「ミ」国では、ポンペイ州、チューク州を中心として、1990 年代後半から、離島における村落電
化のため家庭用のソーラーホームシステム、病院や学校などの公共施設を対象として PV の導入が
進められている。更に、2008 年 10 月には、EU の支援による「Support to the Energy Sector in Five 
ACP Pacific Islands (REP5)」により、コスラエ州において本計画対象設備と類似の連系 PV シス
テムが導入されている。また、本計画対象地域であるポンペイ州では、中国の支援により連邦政府
複合施設とミクロネシア短期大学に PV による街路灯が設置されている。本計画では、これら先行
案件の実施により得られた知見を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、気候変
動問題の緩和策支援としてふさわしいクリーンエネルギー活用を具体化する系統連系型太陽光発
電設備を導入することが要請されている。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本計画の実施により、ポンペイ州電力系統により供給される、ポンペイ島の住民合計約 3.5 万
人（2000 年推計）に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能となる。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付が行われる。 

2) 太陽光発電を利用した電力が供給される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付を行う。 

2) 計画対象設備の運営維持管理のための能力強化を行う。 

(4) 投入（インプット） 

1) 日本側：無償資金協力 5.20 億円 

2) 相手国側 

a) 施設建設用地の提供 
b) 運転・維持管理要員 
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c) 調達された設備の運転・維持管理費用 

(5) 実施体制 

1) 主管官庁： 資源・開発省（R&D） 

2) 実施機関： ポンペイ州公共公社（PUC） 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
連邦政府複合施設、ミクロネシア短期大学 

(2) 概要 
系統連系型太陽光発電設備の調達と据付 

(3) 相手国側負担事項 
用地確保、銀行口座開設手数料負担 

(4) 概算事業費 
5.21 億円（無償資金協力 5.20 億円、「ミ」国側負担 0.01 億円） 

(5) 工期 
入札期間を含め約 19 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし 

5. 外部要因リスク 

特になし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項 目 現状（2009 年） 計画後（2011 年） 

(1) ディーゼル燃料消費量（ℓ ） 
(2) CO2排出量（トン） 

9,549,000 
25,015 

9,512,000 
24,917 

 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降 
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ソフトコンポーネント計画書 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

ミクロネシア連邦国（以下、「ミ」国と称す）における、電力需給状況は各州によって異なるが、

基本 24 時間給電とし運営している。電力供給については、ほぼ全てをディーゼル発電に依存して

いるため、また発電燃料の主となる原油の価格高騰もあり、化石燃料への依存からの脱却は大き

な課題となっている。そのため、連邦政府としての公式エネルギー政策「国家気候行動計画（1997

年）」では、再生可能エネルギー（太陽光発電）を積極的に導入し、化石燃料への依存度を低減す

る方針が明確に示されている。連系型 PV システムを導入する本環境プログラム型無償資金協力

（以下、「本計画」と称す）は、その政策に合致しており、「ミ」国からの積極的な協力も得られ

ている。 

本計画における対象サイトは連邦政府複合施設とミクロネシア短期大学であり、主管官庁はミ

国連邦政府の資源・開発省（Department of Resources and Development: R&D）のエネルギー局

（Energy Office）、実施機関は、ポンペイ州の電力事業を担っているポンペイ州公共公社（Pohnpei 

Utilities Corporation: PUC）が担当する。PUC は、ポンペイ州における電力事業を一手に担っ

ており、ポンペイ州政府より選出された役員５名の下、管理部・経理部・上下水道部・送配電部･

発電部の５部署から成り、総勢は 2009 年 7 月時点で 136 名である。また、PUC は民営化、株式会

社化されておらず、1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従い、100%ポンペイ州政府により

所有されているが、PUC は準政府機関として政府から独立した経営を行っている。 

PV システムの導入事例に関しては、本計画の対象地域であるポンペイ州には導入されたことが

なく、本計画が初となる。そのため、連系型 PV システムの習得環境が整っておらず、適正な技術

を R&D Energy Office や本計画対象サイトの電力設備を管轄する PUC が日常の業務を通じて習得

することも困難と判断できる。また、連系型 PV システムは既存の電力系統に連系するため、現地

の PUC の協力なくしては成り立たず、更に将来的な普及を考慮した場合でも現地の PUC へ技術移

転することが望ましいと判断できる。これらのことから、連系型 PV システムに関する維持管理概

念及びその方法を定着させることは若干時間がかかるものと考えられるが、本計画にて実施機関

となる PUC へ導入設備の維持管理運転に関する適切な技術移転を、太陽光発電の基礎レベルから

太陽光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲について、また定着度を確認しなが

ら数回に別けて適正に実施することにより、本計画にて導入する連系型 PV システムの持続的で円

滑な維持管理が可能となる。 

 

 

 

1) 現状の課題 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理体制が明確化されていない。 

・ 連系型 PV システムに関する技術知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理概念及びその方法についての知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関するトラブルシューティング対応が困難である。 

・ 連系型 PV システムに適応する電気料金の設定が未定である。 

 

 

 

以上、現状の問題点とその改善案をまとめると次表のようになる。 
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表 1 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 必要なソフトコンポーネント 

・連系型 PV システムに関する維持

管理体制が明確化されていない。 
・PUC が主体となり、PUC 内に維持管理体制を確

立する。 

・最適な維持管理体制の細分化、具体化へ

の提言を行い、関係各機関各者と協議・検

討を行う。 

・連系型 PV システムに関する技術

知識が乏しい。 

・連系型 PV システムの維持管理マニュアルを整

備する。 

・マニュアルの作成及び実施指導を支援す

る。 

・連系型 PV システムに関する維

持管理概念及びその方法について

の知識が乏しい。 
 

 

・「独立型」および「連系型」を含めた PV システム

に関する技術トレーニングを実施する。 

 

・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリング

に関するトレーニングを実施する。 

・適正な PV システムに関する技術トレーニン

グを実施する。 

 

・適正なモニタリングに関する技術トレーニン

グを実施する。 

・連系型 PV システムに関するト

ラブルシューティング対応が困難

である。 

 

・維持管理マニュアルにはトラブルシューティング

も含め策定する。 

 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維持

管理が適切に行なわれるようにする。 

・マニュアルの作成及び実施指導を支援す

る。 

 

 

・同 上 

・連系型 PV システムに適応する電

気料金設定が未定である。 
・最適な電気料金を設定する。 

・最適な電気料金の設定についての提言を

行い、関係各機関各者と協議・検討を行う。 

 

 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

本計画の対象機材の運営維持管理について、実施機関である PUC が設備を所有した形態におい

て、維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できることを目標とする。 

 

 (3) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下に示す通りである。 

1) 本計画で施設される連系型 PV システムの維持管理マニュアルがトラブルシューティングを

含んで作成される。 

2) 本計画の連系型PVシステムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持続的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 
 
   これらの成果を得るためには、以下の活動を実施する。 

 

以下の活動にあたっては、連系型 PV システムについて無償資金協力の対象地域であるポンペ

イ州では初めての導入となることから、実施機関である PUC には連系型 PV システムに関する運

営維持管理のノウハウはほとんど無いといえる。そのため、太陽光発電の基礎レベルから太陽

光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲についてトレーニングを実施する。具

体的な内容は表２に示すとおりであり、カテゴリー１～４に大別できる。実施工程は、カテゴ

リー毎にある一定期間を設けて分けて実施することにより、確実かつ効率的な定着を図り、全

４回とする。 

    各実施内容の必要日数ついては、相手国との相互協力でのマニュアル等の作成作業や技術移

転からその定着度の確認までと実施内容が幅広く、それらを着実に進めていくために、１週間

を最小単位として考える。また、体制については、マニュアル等の作成作業では２チーム構成

等にすることで作業効率の向上が図れ、教育では講師１名で講義を主導的に進め、もう１名が

受講者のフォローすることで効果的な教育が可能となるため、総括１名・補佐１名の２名体制

とする。 
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表 2 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 投入量 

1. O&M 体制の構築 

1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名1.2 最適な電気料金の提言 0.25MMx2 名 

1.3 「ミ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 0.50MMx2 名 

2. 技術トレーニング 

2.1 ＰＶシステムの原理と基礎知識 0.25MMx2 名 

計1.25MMx2名

2.2 連系型ＰＶシステムの特徴 
0.25MMx2 名 

2.3 連系型ＰＶシステ導入時の検討課題 

2.4 据付 

0.25MMx2 名 
2.5 点検 

2.6 運転 

2.7 メンテナンス 

2.8 トラブルシューティング 0.50MMx2 名 

3. 管理組織トレーニング 

3.1 電気料金徴収方法 0.25MMx2 名 

計0.75MMx2名3.2 O&M マニュアルの適正化 0.25MMx2 名 

3.3 O&M 体制の評価 0.25MMx2 名 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名
4.2 定期点検 0.25MMx2 名 

4.3 評価項目 0.25MMx2 名 

4.4 モリタリング結果報告 0.25MMx2 名 

合 計 4.00MMx2 名 
 
 

 (4) 達成度の確認方法 

実施工程は４回に別け、各工程にて表２のカテゴリーの１～４を順次実施するが、各工程での

達成度を以下の通りに確認・評価する。 

カテゴリー１：維持管理マニュアルの評価・指導 

カテゴリー２：表 2 内 2.1～2.3 理解度確認レポート作成、2.4～2.8 理解度確認レポート作成

及び技能評価 

カテゴリー３：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

カテゴリー４：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入実施計画） 

1) ソフトコンポーネント実施内容 

  本計画対象機材の維持管理方法を具体的に理解し実践してもらうため、ソフトコンポーネント

計画にて実施する内容は、前述した表２に記載したとおりである。 

 

2) オリエンテーションの実施 

ソフトコンポーネントの実施にあたっては、基本的に実施機関 PUC の協力が不可欠であり、コ

ンサルタントは、ソフトコンポーネントの目的、実施内容、活動スケジュール等についてオリエ

ンテーションを開催し、理解を徹底させる。 
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「ミ」国からのオリエンテーションへの参加者は、本計画の対象である PUC に加え、主管官庁

の R&D Energy Office、対象サイトの連邦政府複合施設およびミクロネシア短期大学からの関係

者を含み、ソフトコンポーネント委員会に含まれない関係者に対しても必要なことは情報連係し

ていく。例えば、対象サイトの関係者には、システム設置場所の所有者としてシステム維持管理

体制の基本事項について正しく認識してもらうこと、および導入連系型 PV システムへの異変を発

見した際等の PUC への連絡ルート構築等、初動体制への協力を仰ぐことを目的としオリエンテー

ションに参加してもらう。 

 

3) ソフトコンポーネント委員会（仮称）の設置 

開始直後、PUC は、ソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終了後の持続

的運用を促進するため、ソフトコンポーネント委員会（仮称）を設置する。 

同委員会は、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、推進を行うと共に、本計画期間中、

本機材の維持管理が持続的かつ円滑に行われるようソフトコンポーネント委員会（仮称）を定期

的に主催する。これはソフトコンポーネントの達成状況把握、意見交換、課題討議の場とする。 

また、コンサルタントは対象国が本計画終了後も同体制の継続が必要と判断した場合、その継

続が円滑に進むようソフトコンポーネント内でサポートしていく。 

 

4) 維持管理マニュアル作成 

本計画中に、PUC は、コンサルタントと協議し、維持管理活動を行うためのマニュアルを作成

する。「ミ」国側のイニシアティブを引き出すために PUC が主体となり、マニュアルの原案を作成

し、それについてコンサルタント側で評価・コメント・フィードバックし、維持管理マニュアル

を完成させる。また、この維持管理マニュアルは、トラブルシューティングを含み作成する。 

 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本件ソフトコンポーネントの活動を有効的に、かつ効率的に行うためには、「ミ」国側にソフト

コンポーネント委員会を設置する。ソフトコンポーネント委員会はコンサルタントの意向を十分

に汲み取りながら機材据付後の機材の維持管理活動を主体的に行う。この委員会は、PUC から５

名程度（例：実際の維持管理者及びその上司）で構成し、実施体制は以下の組織図とする。 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

図 1 ソフトコンポーネント実施体制（案） 

 

 

コンサルタント

PUC 

（ソフトコンポーネント委員会) 
(全体管理) 

５名程度提供 
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表 3 ソフトコンポーネント活動役割分担 

担 当 日本人コンサルタント PUC 

本計画の組織 2 名 
5 名程度 

（実際の維持管理者及びその上司） 

本計画の運営方法 全体の進捗状況の管理 業務全体の管理・実際の維持管理 

電気料金 提 言 検討・決定 

本計画内容のオリエンテーション 説 明 開 催 

維持管理マニュアル 助 言 原案作成 

維持管理のフォローアップ 管理・指導 結果の提出 

報告先 
在ミクロネシア日本大使館

及び JICA 
日本人コンサルタント 

 

   本計画で導入される連系型 PV システムは日本製となる予定であることから、それらの設備は日

本の電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラインに準拠したものとなる。そのため、ソフ

トコンポーネント実施者は、そのガイドラインを熟知した日本人コンサルタントが望ましい。 

 

 

(7) ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの実施工程は図 2 のとおりで表 2 に示すカテゴリー毎に実施していく。

また、それぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 

カテゴリー１：維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管理体制

を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起できることから、

設備据付以前に実施する。 

カテゴリー２：据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃に実施

する。 

カテゴリー３：設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行うため、

設備運開前に実施する。 

カテゴリー４：「ミ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き実施する

ため、据付完了後約４ヶ月を目途に実施する。 

 

本計画対象機材は、新規に据付けされるシステムであり、ほとんど基礎からシステムの維持管

理体制を作り上げる必要がある。そのため、ソフトコンポーネントは据付工事開始前から開始し、

基礎レベルから順次実施していく。 
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＊進捗状況報告書については、各工程の終了後、施主に提出する。 

図 2 ソフトコンポーネント実施工程 

 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

本計画のソフトコンポーネント実施により得られる成果品は次の通りである。 

1)オリエンテーション開催記録 

2)ソフトコンポーネント委員会の開催記録 

3)進捗状況報告書 

4)理解度確認レポート 

5)実際の維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価の結果 

6)維持管理マニュアル 

 

(9) 相手国機関の責務 

1) PUC は、本ソフトコンポーネント実施に協力するソフトコンポーネント委員会を設置する。 

2) PUC は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる作業室等を用意する。 

3) PUC は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

4) ソフトコンポーネント委員会は、コンサルタントと協議し、維持管理マニュアルの作成を自

ら実施する。 

5) PUC は、コンサルタントの提言に基づき、必要に応じて導入する連系型 PV システムに最適な

電気料金を検討・決定する。 

6) PUC は、維持管理マニュアルに基づき、連系 PV システムを適切に維持管理していく。 

7) PUC は、維持管理マニュアルに基づいた一定期間においては、実績報告を日本人コンサルタ

ントへ提出する。 
 

暦年

カレンダー月

工程

818 11 12109 5 6

機 器 製 作

26 3 11

2010年 2011年

47 12107 9

ソフトコンポーネント委員会設置

オリエンテーション

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

ＰＵＣ

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・通関・陸上輸送

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人
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7. 参考資料／入手資料リスト 

調査名： ミクロネシア連邦国 太陽光を活用したクリーン・エネルギー導入計画準備調査 

番号 名 称 
形態 

図書・ビデオ・地図

・写真等 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発  行  機  関 発行年 

1 Infrastructure Development Plan (FY2004 – FY2023) 図書 コピー Department of Transportation, Communications & 
Infrastructure 2004 

2 Statistical Yearbook Federated States of Micronesia 
2008 図書 コピー 

Office of Statistics, Budget & Economic 
Management, Overseas Development Assistance 
& Compact Management (SBOC) 

2008 

3 Environmental Impact Assessment Regulations 図書 コピー Pohnpei Environmental Protection Agency 1995 

4 Financial Statements and Additional Information and 
Independent Auditors’ Report (2007-2008) 図書 コピー Pohnpei Utilities Corporation 2009 

5 Preparation of Operation and Rates Analysis (Interim 
Report) 図書 コピー Ridgway Capital Projects Limited 2006 
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８．プロジェクトの裨益効果 

(1) ディーゼル燃料消費量の節減効果 

PUCより入手した2004年から2008年のNANPOHNMALディーゼル発電所の運転実績から、

発電電力量(kWh)当たりの燃料消費量を次のとおり算出した。 
 

表 - 1 ディーゼル発電所燃料消費量 

FY Exported
power

Fuel consumption
[litter]

Fuel cost
[US Dollar]

Unit fuel consumption
[litter / kWh]

Unit fuel cost
[US Dollar / kWh]

2004 38,920,480 10,677,445 4,074,718 0.274 0.105
2005 37,590,730 10,309,913 3,977,759 0.274 0.106
2006 36,751,090 10,167,915 6,162,076 0.277 0.168
2007 36,499,450 10,196,966 8,484,587 0.279 0.232
2008 34,395,740 9,548,553 11,183,601 0.278 0.325

Average 36,831,498 10,180,158 6,776,548 0.276 0.187  
出所：PUC からの入手資料より調査団にて作成 
 

上記 2004～2008 年の平均 kWh 当たり燃料消費量 0.276 litter/kWh を適用すると、年

間燃料節減量は、 

 

 年間燃料節減量 [litter] 

＝（Capital 年間発電電力量 [kWh]＋COM 年間発電電力量 [kWh]）× 0.276 

[litter/kWh] 

＝（72,548 ＋ 63,469）× 0.276 

＝ 37,541 litter 

 

となる。 

 

設備導入から本計画の目標年次である 2016 年まで 6 年間の燃料節減量を算出すると、 

 

 2016 年までの燃料節減量＝37,541 litter × 6 年＝225,246 litter 

 

となる。 

 

2)CO2 排出量の削減効果 

 (1)で算出した年別ディーゼル燃料削減量を基に、以下の係数を用いて CO2排出量の削

減効果を算出する。 

 
 

その結果、年間 CO2排出削減量は 

 

 年間 CO2 排出削減量 [kg] ＝ 2.62 [kg-CO2/liter] × 年間ディーゼル燃料節減量 

[litter] 

                          ＝ 2.62 × 37,541 

                          ＝ 98,357 [kg] 

CO2削減量 [kg] ＝ 軽油CO2排出係数 × ディーゼル燃料節減量 
＝ 2.62 [kg-CO2/liter] × ディーゼル燃料節減量 [litter] 
* 排出係数については平成19年3月環境省地球環境局の「総排出量算定方法ガイドライン」を引用。 



 

A-8-2 

 

となり、2011 年から 2016 年の 6年間で、 

 

  2016 年までの CO2排出削減量 [ton] ＝ 年間 CO2排出削減量 [kg] /1000 × 6 年 

                          ＝ 98,357 / 1000 × 6 

                                    ＝ 590 [ton] 

 

の CO2排出削減が可能である。 
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